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－ 概要 1 － 
 

 
 

１．計画策定の目的 

六ヶ所村総合振興計画は、村の将来を見据えていく上で、最も基本と

なる計画です。第３次総合振興計画の計画期間が平成27年度で終了す

ることから、平成28年度以降の10年を見通した次期計画となる「第

４次六ヶ所村総合振興計画」の策定作業を進めてまいりました。 

第４次六ヶ所村総合振興計画策定にあたっては、平成25年度に実施

した第３次六ヶ所村総合振興計画の検証作業をふまえ、新しい時代にふ

さわしい計画の策定を目指しております。 

 

２．計画の体系と期間 

第４次六ヶ所村総合振興計画は、基本構想・基本計画・実施計画の３

部構成とします。 

 

 

 

長期的な村の将来像とそれを実現するための基本方針（施策の大綱）

を定めたビジョン 

計画期間は、平成28年度から平成37年度までの10年間です。 

 

 

 

基本構想を実現するために施策の大綱をふまえた基本施策等を総合

的・体系的に定めた中期計画です。 

基本計画は、前期・後期に分けて作成されます。 

前期基本計画の計画期間は、平成28年度から平成32年度まで、後

期基本計画の計画期間は、平成33年度から平成37年度までの５年間

です。 

 

 

 

基本計画で定められた施策を効果的に実施するための具体的な事務事

業や活動（事業規模・期間等）を示した短期計画です。 

実施計画は、向こう３ヵ年とし毎年見直し作業を行います 

  

総合振興計画とは ― 

基 本 構 想（10年間） 

基 本 計 画（５年間） 

実 施 計 画（３年間） 
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               ふるさと         あした 

理  念   郷土を愛し、未来へ躍進  
 

将来像     安らぎと幸せを実感できるまち 
 

 

 

 

 

 

村の将来像を実現するために、「まちづくりの目標」として“７つの地

域力”を掲げ、「施策の大綱」を象徴する“７本の柱”を設定します。 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

基 本 構 想 
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【理  念】 

郷土を愛し、未来へ躍進 

【将来像】 

安らぎと幸せを実感できるまち 
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「施策の大綱（７本柱）」のそれぞれの下に基本方針を示し、分野ごとに施

策を設定しました。 
 

〔まちづくりの目標〕                〔施策の大綱〕 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

経済の力を高めるために 
１．個性豊かで多様な産業を育てる 

【産業振興・企業誘致・起業】 

人財の力を高めるために 
２．未来を支える人や文化を育てる 

【教育・文化、人材育成、交流】 

安心の力を高めるために 
３．共に健康でいきいきした暮らしを創る 

【健康・医療、福祉・介護】 

安全の力を高めるために 
４．あらゆる災害に対応して安全を守る 

【自然防災、原子力防災、消防、防犯、交通安全】 

自然環境の力を高めるために 
５．大切な自然を守り・育て・伝える 

【自然環境保全・景観、環境共生】 

生活環境の力を高めるために 
６．便利で快適な暮らしの場を創る 

【居住環境、生活交通、アメニティ、ICT】 

協働の力を高めるために 
７．官民協働で持続可能な経営を支える 
【行財政改革、情報公開・住民参画、 
コミュニティ、官民協働、広域連携】 
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第1節 第１次産業の振興 

①農業の振興  

②林業の振興 

③水産業の振興 

第 2節 商工業の振興 

①商業の振興 

②既存工業・地場産業の振興  

第 3節 観光・交流産業の振興 

①観光の振興 

②観光・交流産業の振興 

第 4節 企業・研究機関誘致の推進 

①企業・研究機関の誘致の推進 

②産業の基盤整備 

第 5節 地域資源の活用 

①地域での創業・起業促進 

②6次産業化 

③地域ブランドづくり 
 
 
 

第 1節 教育環境の充実 

①幼児教育の充実 

②学校教育の充実 

③高等教育の充実 

第 2節 生涯学習・スポーツの振興 

①生涯学習の推進 

②生涯スポーツの振興 

第 3節 地域文化の創造 

①文化創造の推進 

②郷土文化の継承 

第 4節 多様な交流の促進 

①地域間・世代間交流の推進 

②国際交流の推進 

第 5節 人材育成の推進 

①担い手・リーダーの育成 

②青少年の健全育成推進 

③国際化を見据えた人材育成 

④キャリア教育の推進 
  

第１章 個性豊かで多様な産業を育てる 

第２章 未来を支える人と文化を育てる 

前期基本計画（平成２８～3２年度） 

分野別施策 
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第 1節 健康づくりの推進 

①健康づくりの推進（健康寿命の延伸） 

第 2節 高齢者福祉の充実 

①高齢者福祉、介護サービスの充実（安心できる暮らしの実現） 

②高齢者の生きがいづくりの推進（潤いのあるいきいきとした 

生活の実現） 

第 3節 地域福祉の充実 

①乳幼児・児童福祉の充実 

②出会い・結婚応援 

第 4節 医療体制の充実 

①地域医療の充実 

②広域医療、救急医療体制の充実 

第 5節 障がい者福祉の充実 

①障がい者自立支援の充実 

第 6節 社会保障の充実 

①社会保障の充実 

②国民健康保険制度の健全な運営 

③後期高齢者医療保険制度の安定運営 
 
 

 

第 1節 自然防災体制の充実 

①災害に強い地域づくりの推進 

②防災意識の啓発 

③防災行政用無線施設の更新 

④減災対策のための河川の維持管理 

第 2節 原子力防災体制の充実 

①原子力防災体制の強化・充実 

第 3節 消防体制の充実 

①消防体制の充実 

第 4節 身近な安全の確保 

①防犯、交通安全 

第 5節 有事対応体制の強化 

①国民保護、テロ対策の充実 
 
 

 

第 1節 自然環境保全の推進 

①自然環境の保全 

第 2節 環境の担い手育成 

①環境教育の充実 

②環境ボランティアの育成 

第 3節 環境共生のまちづくり 

①環境美化の充実 

②ごみリサイクルの推進 
   

第３章 共に健康でいきいきした暮らしを創る 

第４章 あらゆる災害に対応して安全を守る 

第５章 大切な自然をまもり・育て・伝える 
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第 1節 居住環境の整備 

①都市的居住環境の整備 

②定住促進に向けた施策の推進 

③住宅ストックの長寿命化と整備 

④公園緑地の整備と維持管理 

第 2節 生活基盤、都市基盤の整備 

①広域交通体系の整備 

②村の拠点を繋ぐネットワークの形成 

③都市計画道路 

④村内交通網の整理・整備 

⑤２次交通の充実 

⑥生活環境（上水道・下水道等）の整備 

第３節 高度情報通信基盤 

①地域情報基盤設備の維持運営 

第４節 多文化共生の強化 

①村民と外国人が共に暮らせるまちづくり 
 
 

 
 

第 1節 行政改革 

①効率的な行政運営と人材育成 

②業務の効率化と行政サービスの充実 

第２節 持続可能な財政運営 

①健全な財政運営   

②中長期的視点からの資産管理  

第 3節 情報共有・住民参画の推進 

①広報・広聴、情報公開の充実 

②住民との意見交換の体制の充実 

第 4節 コミュニティ育成と協働参画社会の推進 

①コミュニティ活動、住民自治の推進 

②共同参画社会の推進 

③市町村間の連携 

第６章 便利で快適な暮らしの場を創る 

第７章 官民協働で持続可能な経営を支える 



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

1 1
1.農業の振
興

1）
担い手の育成・確保
と営農指導の充実・
強化

青年就農給付金事
業

経営の不安定な就農初期段階
の青年就農者に対して、青年就
農給付金（最大1,500千円/年）を
給付する。

農林水産
課

継続 28 ～ 30
給付金（農
林水産省）

青年就農助成金事
業

青年就農給付金事業にかさ上げ
助成する。
  基本額：月額45,000円
  配偶者加算：月額22,500円
  児童加算：月額10,000円

農林水産
課

継続 28 ～ 30 一般財源

認定農業者協議会
補助金事業

農業の担い手である認定農業者
で構成する認定農業者協議会
の活動に助成する。

農林水産
課

継続 28 ～ 30 一般財源

六ヶ所村青年農業
経営者協議会補助
金

若手農業者の活動に助成する。
農林水産
課

継続 28 ～ 30 一般財源

村地域おこし協力隊
地域おこし協力隊の制度を活用
し大都市圏等から本村に移住し
て就農する者を募集する。

農林水産
課

新規 28 ～ 30 特別交付税

2） 農地の基盤整備
泊地区農業基盤整
備事業

泊川原地区の水田60haについ
て、暗渠排水等の整備を行う。

農林水産
課

継続 27 ～ 30
補助金（農
林水産省）

（県営）中ノ又地区
農業基盤整備事業

庄内中ノ又地区の水田30haにつ
いて、ほ場整備（区画整理、用排
水路等）を行う。

農林水産
課

新規 29 ～ 33
補助金（農
林水産省）

（県営）庄内第５地
区農道整備事業

庄内第５地区の砕石農作業道
1,278mについて、舗装改良を行
う。
※ 事業費の負担割合が国
50％：県50％であるため、村負
担額はなし。

農林水産
課

継続 27 ～ 30
補助金（農
林水産省）

（県営）老部川地区
農道整備事業

老部川地区農免農道4,072.8mに
ついて、沈下等の状況にある箇
所に地盤改良を行う。
※ 事業費の負担割合
　　　国50％、県37％、村13％

農林水産
課

継続 27 ～ 30
補助金（農
林水産省）

農道整備事業

農業生産基盤の向上を図るた
め、村内各地の砕石農作業道の
簡易舗装を実施しする。
総延長18,529ｍ

農林水産
課

継続 23 ～ 30 一般財源

耕作放棄地再生利
用緊急対策事業

農業委員会が耕作放棄地と判
断した農地について、障害物除
去等を行い解消するため、費用
の一部を助成する。
※ 市町村だけでなく、対象農地
を耕作する予定の農業者等が事
業主体になることが可能である。

農林水産
課

新規 28 ～ 30
交付金（農
林水産省）

耕作放棄地解消補
助金事業

原則、農業委員会が耕作放棄地
と判断した農地について、耕作
放棄地再生利用緊急対策事業
の実施主体負担額が、事業費の
10％となるまで嵩上げ助成す
る。

農林水産
課

新規 28 ～ 30 一般財源

章 節

基本計画 実施計画

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

第１章　個性豊かで多様な産業を育てる

第１節　第１次産業の振興

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

項 細分類 実施事業名 実施年度

－ 1 － １章１節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

章 節

基本計画 実施計画

項 細分類 実施事業名 実施年度

中山間地域等直接
支払交付金事業

農業の生産条件が不利な地域
における農業生産活動を継続す
るため、交付金を交付する。

農林水産
課

継続 28 ～ 30

青森県中山
間地域等直
接支払交付
金

1 1
1.農業の振
興

2） 農地の基盤整備
多面的機能支払交
付金

農業・農村の有する多面的機能
の維持・発揮を図るための地域
の共同活動に支援する。

農林水産
課

継続 28 ～ 30
交付金（農
林水産省）

営農指導の充実・強
化

県民局農業普及振興室、農業協
同組合等と連携を深めながら、
指導力や情報発信力を強化し、
農業者への経営指導の徹底を
図る。
例：六ヶ所村技術者連絡協議会
の推進等
　   ⇒農協が事務局を行ってお
り、展示圃による各種検証を
行っている。

農林水産
課

継続 28 ～ 30

ごぼう貯蔵選別施
設整備事業

ごぼう貯蔵庫１棟を建設する。
（選別機、パッケージ機の整備）

農林水産
課

新規 29 ～ 30 調整中

3） 畜産業の振興
酪農振興センター維
持補修事業

農作業機械の更新と牛舎屋根
等の改修を実施する。
総事業費　90,000千円

農林水産
課

継続 28 ～ 31 一般財源

優良繁殖牛購入事
業

肉質向上及び乳量増加を目的と
した優良基礎繁殖牛の導入に対
し助成する。
※助成金1/2以内  対象牛  肉
牛　600千円以上
   乳牛　未経産牛   1,300千円以
上、経産牛　700千円以上

農林水産
課

継続 28 ～ 30 一般財源

自給飼料増産体制
の構築事業

農地基盤整備事業実施後の活
用について、飼料作物の増産や
新規需要米（ＷＣＳ・SGS）の作
付を行い自給飼料の増産体制を
整えるための業務を支援する。

農林水産
課

継続 28 ～ 30

地域集約型酪農経
営推進事業

地域担い手が離農農家と手を取
り合い地域酪農を守るため、組
織化し大規模な酪農経営の実施
を行う。

農林水産
課

新規 28 ～ 30

酪農振興センター６
号牛舎整備事業

200頭規模の飼養可能な規模の
牛舎整備を行う。
鉄骨造　平屋建　建築面積
2,269.20㎡

農林水産
課

継続 27 ～ 29
再編交付金
（防衛省）

公共牧場管理事業
二又・出戸両牧場の施設・機械・
草地について適正に管理してい
く。

農林水産
課

継続 28 ～ 30 一般財源

畜産ヘルパー利用
助成金

国の助成対象である事由以外
の事由（傷病や冠婚葬祭等）に
より利用した、畜産ヘルパー利
用料金の1/2を助成する。

農林水産
課

継続 28 ～ 30 一般財源

4）
環境と調和した畜産
経営の推進

畜産環境整備事業
費補助金

家畜排せつ物の適正管理を行う
ため堆肥舎を整備した農業者に
対し補助するものである。（国
50％・村45％・受益者5％）

農林水産
課

継続 14 ～ 30 一般財源

２.林業の振
興

1）
森林の多面的機能
向上

六ヶ所村民友林野
造林補助金

村全体の森林環境の整備を促
進するため、青森県民友林野造
林補助金の対象とならない森
林、里山林の所有者へ補助金を
交付する。

農林水産
課

継続 28 ～ 30 一般財源

2）
緑に親しみやすい
環境づくり

出戸地区森林空間
公園下刈業務委託

出戸地区森林空間公園におい
て、下刈を行う。
年2回実施。

農林水産
課

継続 28 ～ 30 一般財源

倉内地区環境保全
林公園下刈業務委
託

倉内地区環境保全林公園にお
いて、下刈を行う。北側と南側に
分け隔年実施。

農林水産
課

継続 28 ～ 30 一般財源

－ 2 － １章１節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

章 節

基本計画 実施計画

項 細分類 実施事業名 実施年度

花苗等購入助成事
業

村内各自治体や小中学校での
緑化推進を目的とした花苗等の
購入について助成する。

農林水産
課

継続 28 ～ 30 一般財源

1 1
３.水産業の
振興

1）
漁場環境の保全と
資源管理

人工魚礁整備事業

人工魚礁及び藻場礁の整備を
する。工事実施においては県が
主で水産環境整備事業で整備
する。当村においては、その魚
礁設置周りの整備をする。

農林水産
課

継続 27 ～ 32
補助金（水
産庁）

2）
漁業関連施設の適
正管理と安定的な
経営の推進

六ヶ所村青年漁業
経営者協議会補助
金

若手漁業者で構成される青年漁
業経営者協議会の活動に助成
する。

農林水産
課

継続 28 ～ 30 一般財源

漁業振興対策助成
事業

不漁対策・漁船修理等に係る経
費の助成をする。

農林水産
課

継続 28 ～ 30 一般財源

稚魚放流事業
馬門川、老部川、市柳川の3ヶ所
で、小学生を対象に稚魚の放流
体験事業を行う。

農林水産
課

継続 28 ～ 30 一般財源

－ 3 － １章１節



主な事業内容 担当課
　新規・
継続

財源区分

1 2
1.商業の振
興

1） 経営の安定化
六ヶ所村経営安定
化対策資金保証料
補給事業

県経営安定化サポート資金特別
保証制度要綱２（３）経営安定枠
（①に限る）により融資を受けた
村内中小企業者の信用保証料
を全額負担する。

商工観光
課

新規 28 ～ 30 一般財源

六ヶ所村事業活動
応援資金保証料補
給事業

県事業活動応援資金特別保証
融資制度要綱２（１）事業活動枠
により融資を受けた村内中小企
業者の信用保証料を全額負担
する。

商工観光
課

新規 28 ～ 30 一般財源

2） 商業活性化の推進 消費拡大助成補助

現金購入より20％増の買い物が
出来る「ふるさと商品券」を発行
する。活力ある商業振興を目指
し、創意工夫した事業等を支援
する。

商工観光
課

継続 28 ～ 30 一般財源

3）
商工会組織の充実
支援

六ケ所村商工業推
進事業

商工会経営指導体制の充実が
図れるよう支援する。

商工観光
課

継続 28 ～ 30 一般財源

2.既存工
業、地場産
業の振興

1）
工場の新規増設等
の推進

工場等設置奨励金

優遇制度の活用を促し利用を徹
底することにより産業の振興と村
民の雇用機会の拡大に取り組
む。
固定資産税課税免除（5ヶ年）・
村民従業員15人を超える人数1
人につき10万円（3ヶ年）

商工観光
課

継続 28 ～ 30 一般財源

2）
工業関連の活動支
援

産業協議会補助金
産業全体の発展を目指して活動
している産業協議会の支援をす
る。

商工観光
課

継続 28 ～ 30 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

第１章　個性豊かで多様な産業を育てる

第２節　商工業の振興

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 4 － １章２節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

1 3
1.観光の振
興

1）
観光・交流の場の整
備

（仮称）尾駮レイクサ
イドパーク整備事業

尾駮沼北側周辺に散策路等を
整備し、「住んでいながらも観光
できる施設」として、湖沼の景観
を生かした新たな観光拠点を作
り出す。
　　計画地面積　Ａ＝3.3ha
　　広場、道路、駐車場、屋外ト
イレ １棟、
　　休養施設　 ４（東屋３、　展望
休憩所１）、
　　遊具施設、修景施設、桟橋等
一式、
　　外灯一式

商工観光
課

継続 26 ～ 30
電源立地地
域対策交付
金

2） 観光協会の強化
観光協会法人化事
業

専任職員を配置することで、既
存の観光資源・イベントの魅力
アップや新たな観光資源の発
掘・開発、イベントの企画、運営
を行なう。
常に観光に関する最新の情報を
提供できる環境を整備し、観光
客へのおもてなしの対応力を強
化する。

商工観光
課

新規 29 ～ 30

3）
六ヶ所村次世代エ
ネルギーパークの
充実

六ヶ所村次世代エ
ネルギーパーク事
業

次世代エネルギーに興味を持つ
ようなパンフレット、ホームページ
等の広報媒体の作成と、これま
で参加していない県内外の観
光、エネルギー、教育に関するイ
ベント等での広報活動を行う。

商工観光
課

継続 28 ～ 30 一般財源

4）
ＰＲのための情報発
信

「（仮称）六ヶ所アン
バサダー」による
六ヶ所村PR事業

青森県以外に住む村出身者、村
居住・勤務経験がある、村に関
わりのある仕事・活動をしている
等10人に「（仮称）六ヶ所アンバ
サダー」を委嘱し、以下の活動支
援を行う。
■アンバサダーの活動内容
　①できる範囲での広報活動（ア
ンバサダー名刺の配布・SNS・口
コミ・ブログなど）
　②観光・行政情報パンフレット
の配布等
　③年１回の情報交換会への出
席（六ヶ所村で開催）
　④観光物産展等の運営ボラン
ティア

企画調整
課

新規 28 ～ 30 一般財源

２.観光・交
流産業の振
興

1） 既存イベントの拡充 既存イベントの拡充

・たのしむべ！フェステバル（５
月第２土日開催）
　メインイベント：音とレーザー光
線の演出付き花火大会、キッズ
マラソン、お笑いステージ等
・ろっかしょ産業まつり（１１月第
１土日開催）
　メス鮭つかみ取り、村農海産物
オークション、無料オス鮭配布、
小川原湖牛BBQ等
両イベントとも周辺市町村では
少ない「来場者参加型企画」を
行なっている。
例：ステージゲームは村の魅力
をPRできる内容で実行委員会が
考案。

商工観光
課

継続 28 ～ 30 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

第１章　個性豊かで多様な産業を育てる

第３節　観光・交流産業の振興

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 5 － １章３節



主な事業内容 担当課係
　新規・
　継続

財源区分

1 4
1.企業・研
究機関の誘
致の推進

1）
むつ小川原開発計
画の推進

むつ小川原開発地
区の利用促進

・むつ小川原開発地区への産業
立地やプロジェクト誘致活動の
実施
・むつ小川原開発推進協議会
（六者協）での協議　等
・「むつ小川原実証プロジェクト
（ＣＯ2フリー水素活用）」（県主
催）への参加、各種協議等

企画調整
課

継続 28 ～ 30 一般財源

むつ小川原港利活
用の推進

・むつ小川原港を活用した産業
立地やプロジェクト誘致等、利活
用促進に係る各種事業の支援
・「むつ小川原先進プロジェクト
（浮体式ＬＮＧ基地検討会）」（県
主催）への参加、各種協議等

企画調整
課

継続 28 ～ 30 一般財源

2）
地域振興と雇用の
創出

再処理事業等の操
業と雇用・地元受注
等による地域振興

原子燃料サイクル施設再処理工
場の操業とMOX燃料加工施設
の建設・操業が進むことにより、
地元雇用・受注機会の増加等地
域振興を図る。

企画調整
課

継続 28 ～ 30

住民対策事業・原子
燃料サイクル施設
対策事業

住民を対象とした原子力発電施
設等見学会の開催、原子力知識
普及のためのパンフレット等の
作成、原子力講座等を実施す
る。

企画調整
課

継続 28 ～ 30 広報調査等交付金

3）
ITER計画の推進と
核融合研究施設の
立地促進

ITER原型炉の誘致
活動

・国際熱核融合実験炉ITERの次
世代炉：原型炉の六ヶ所村への
誘致を図るため、国内外の各関
係機関への誘致活動
・ＢＡ運営委員会、ＩＴＥＲ計画推
進連絡協議会（文科省主催）、青
森県ＩＴＥＲ計画推進会議での情
報共有・協議等

企画調整
課

継続 28 ～ 30 一般財源

ブローダーアプロー
チ活動、ポストBA活
動の支援

・ＢＡ活動やポストBA活動に係る
各種研究活動の支援
・ＢＡ活動の各種事業に携わる
研究者等の支援
・ＢＡ運営委員会、ＩＴＥＲ計画推
進連絡協議会（文科省主催）、青
森県ＩＴＥＲ計画推進会議での情
報共有・協議等
・ＢＡ活動に係る研究者等の住
居確保等研究活動の側面支援

企画調整
課

継続 29 ～ 30

4）
県との連携による新
たな産業の創出

原子力人材育成

・青森県原子力人材育成・研究
開発拠点施設で実施される研修
等を通じた原子力専門知識をも
つ人材育成の支援
・同施設で行われる各種研究活
動の支援

企画調整
課

継続 29 ～ 30

新たな産業の創出

・原子力研究等、村内で展開さ
れる各種研究成果を産業化する
ための支援
・誘致企業の優遇措置のＰＲや
企業展示会・企業訪問等での誘
致活動

企画調整
課

継続 28 ～ 30 一般財源

5）
再生可能エネル
ギーの活用と立地
促進

「六ヶ所村地域新エ
ネルギービジョン」
更新

　平成19年度策定の「六ヶ所村
地域新エネルギービジョン」を現
状に即した新計画へと更新す
る。

企画調整
課

新規 28 ～ 28 一般財源

エネルギーの地産
地消システムの確
立に向けた可能性
調査

既存の再生可能エネルギー等を
活用したエネルギーの地産地消
システム確立のための調査を行
う。

企画調整
課

新規 28 ～ 30

再生可能エネル
ギーに係る実証事
業の誘致

水素やバイオマスなど、本村で
未展開のエネルギー等の情報
収集をするとともに、実証事業の
誘致活動を進める。

企画調整
課

新規 28 ～ 30

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

第１章　個性豊かで多様な産業を育てる

第４節　企業・研究機関誘致の推進

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 6 － １章４節



主な事業内容 担当課係
　新規・
　継続

財源区分項 細分類 実施事業名 実施年度

章 節

基本計画 実施計画

1 4
1.企業・研
究機関の誘
致の推進

6）
（仮称）再生可能エ
ネルギー基本計画
の検討

（仮称）再生可能エ
ネルギー基本計画
の検討

（仮称）再生可能エネルギー基
本計画策定検討を行う。

企画調整
課

新規 28 ～ 30

２.産業の基
盤整備

1）
企業優遇制度の充
実

六ヶ所村新規学校
卒業者雇用奨励事
業

新規学校卒業者の雇用を促進
するため、村内に住民登録があ
る新規学校卒業者を雇用した事
業主に対して奨励金を交付す
る。

商工観光
課

継続 28 ～ 30 一般財源

（再掲）
六ヶ所村工場等設
置奨励事業

優遇制度の活用を促し利用を徹
底することにより産業の振興と村
民の雇用機会の拡大に取り組
む。
固定資産税課税免除（5ヶ年）・
村民従業員15人を超える人数1
人につき10万円（3ヶ年）

商工観光
課

継続 28 ～ 30 一般財源

六ヶ所村工業用水
使用支援補助事業

工業用水道を使用する事業者に
対し、その使用料の一部を支援
補助する。
補助率：前年度の工業用水道料
金の３分の１

商工観光
課

継続 28 ～ 28 一般財源

－ 7 － １章４節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

1 5
1.地域での
創業・起業
促進

1） 創業・起業の支援
六ヶ所村創業支援
資金保証料補給事
業

県未来を変える挑戦資金特別保
証制度要綱２（１）により融資を
受けた村内中小企業者の信用
保証料７割を負担する。
※３割は県が負担

商工観光
課

新規 28 ～ 30 一般財源

２.６次産業
化

1） ６次産業化の推進
六ヶ所村施設園芸
研究会

６次産業化を推進するため、
六ヶ所村施設園芸研究会に補
助金を交付する。

農林水産
課

新規 28 ～ 30 一般財源

３.地域ブラ
ンドづくり

1）
地域資源の掘り起こ
し・特産品ブランド化

地域特産物ブランド
化促進事業

地域の生産者団体等が取り組
む、組織化支援、備品等購入支
援、販売活動支援等に要する経
費の助成をする。

農林水産
課

新規 28 ～ 30 一般財源

2）
特産品の開発・PR
の推進

特産品のＰＲ

ふるさと納税をして頂いた方へ
謝礼として特産品の贈呈を実施
し、全国的にＰＲを発信していき
ます。

商工観光
課

新規 28 ～ 30 一般財源

特産品販売所整備
事業

特産品の販売機会が限定されて
いる現状を解消し、農林水産業
に従事する者へ新たな販路を与
えるとともに、村の特産品を購入
できる販売所を整備する。

商工観光
課

新規 28 ～ 29 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

第１章　個性豊かで多様な産業を育てる

第５節　地域資源の活用

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 8 － １章５節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

2 1
1.幼児教育
の充実

1） 認定こども園の拡充
千歳平こども園整備
事業

千歳平こども園の整備をする。
子ども支
援課

新規 27 ～ 28
再編交付金
（防衛省）

（仮称）南こども園整
備事業

（仮称）南こども園の整備をす
る。

子ども支
援課

新規 29 ～ 30
再編交付金
（防衛省）

２.学校教育
の充実

1）
就学環境の整備・充
実

泊中学校整備事業

泊中学校の整備をする。
校舎：鉄筋コンクリート造２階建
屋内運動場：鉄筋コンクリート造
一部２階建
グラウンド整備、既存建物解体
他

学務課 継続 27 ～ 34
電源立地地
域対策交付
金

各校教員住宅改修
等事業

老朽化した教員住宅の改修等工
事を行う。

学務課 継続 28 ～ 30 一般財源

教育用パソコン導入
事業

小中学校への教育用パソコン導
入（更新）を行う。

学務課 継続 28 ～ 28
電源立地地
域対策交付
金

小・中学校スクール
バス運行事業

各小・中学校へのスクールバス
を運行する。
　①尾駮小・第一中学区
　②千歳平小・千歳中学区
　③南小・第二中学区

学務課 継続 28 ～ 30 一般財源

児童生徒・教職員健
康診断

児童生徒及び教職員の心身の
健康保持・増進のため、定期健
康診断を実施し、その結果に基
づいた適切な事後指導及び健康
管理をする。

学務課 継続 28 ～ 30 一般財源

特別支援教育就学
奨励費補助

特別支援学級在籍児童生徒の
保護者に対して、就学に必要な
経費の補助をする。

学務課 継続 28 ～ 30
補助金（文
部科学省）

要保護及び準要保
護児童生徒援助費
補助

経済的理由により就学困難と認
められる児童生徒の保護者に対
して、学用品費、修学旅行費、医
療費等の援助をする。

学務課 継続 28 ～ 30
補助金（文
部科学省）

学校給食費補助事
業

村立小・中学校に在籍している
児童・生徒の学校給食費の全額
補助（村内に住所を有する者の
子弟）する。

学務課 継続 28 ～ 30 一般財源

入学祝金交付事業
村立小・中学校に入学する新１
年生の保護者に対し祝金を交付
する。

学務課 継続 28 ～ 30 一般財源

2） 教育の質の向上
学力向上実践モデ
ル校事業

学力向上のため、各小中学校か
ら原則各1校をモデル校として施
策等を研究し報告する。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

知能検査

個に応じた指導の充実を図るた
め、知能検査を小学2・4・6年、中
学1・3年で実施し、その結果を踏
まえた定着状況の分析をもと
に、各学校が適切な対策を進め
る。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

村内学力検査

より短いスパンで児童・生徒の
学習内容の定着状況を把握し、
以後の指導に資するために、年
２回の学力調査を実施する。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

第２章　未来を支える人と文化を育てる

第１節　教育環境の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 9 － ２章１節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分項 細分類 実施事業名 実施年度

章 節

基本計画 実施計画

ＣＲＴ検査

一人一人の目標到達の度合い
を明らかにするＣＲＴ検査（到達
度評価）を行い、その結果判明し
た未到達の児童・生徒へ指導に
役立てる。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

2 1
２.学校教育
の充実

2） 教育の質の向上 ＮＲＴ検査

学習の成果を集団内(全国)の相
対的位置で明らかにし、学力水
準の把握や指導に役立てられる
ＮＲＴ調査（相対評価）を実施す
る。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

Ｈｙｐeｒ-ＱＵ検査

児童生徒一人一人についての
理解と対応方法及び学級集団
の状態と今後の学級経営の方
針を把握することに役立てられ
るＨｙｐeｒ-ＱＵ（心理テスト）を実
施する。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

進路適性診断

生徒に自分の将来についてさま
ざまな視点から考えさせることを
目的とし進路適性診断を実施す
ることにより、生徒の進路選択の
一助とする。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

電子情報ボ－ド更
新の検討

電子情報ボ－ドの耐用年数経過
による更新の検討

教育政策
室

継続 29 ～ 29

研修主任研修会
研修主任の資質向上を図るた
め、職務遂行に必要な研修を行
う。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

特別支援教育研修
会

具体的な指導例をもとに特別支
援教育に関する理解を深め適切
な対応や指導についての研修を
行う。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

村費教員等研修会

教員としての指導力及び実践力
を高めるため、村費教員等を対
象に望ましい学級経営や教科経
営，更に生徒指導等に関する研
修を行う。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

ＩＣＴ活用研修会

タブレット，電子情報ボ－ド等のＩ
ＣＴ（情報通信技術）を活用した
効果的な指導方法についての研
修を行う。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

英語科指導研修会

英語科等の効果的な指導実践
事例について研修し指導上の問
題解決に資する。各校の「英語
科担当教師」等を対象に「英語
教育のあり方」について研修す
る。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

社会科指導研修会

社会科学習における地域教材を
扱う内容の指導の充実向けて村
内の施設等を巡回調査し、教材
研究の深化ための研修を行う。

教育政策
室

継続 29 ～ 29 一般財源

教育課程届出書研
修会

教育課題解決に向けた効果的
な教育課程の編成のあり方につ
いて理解を深めるため、各校の
教務主任を対象に教育課程の
編成について研修する。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

村営学習塾運営事
業

泊、尾駮、倉内、千歳平の４地区
で、小学5・6年生と中学生を対象
とし、塾を運営する。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

村費教員の配置

児童・生徒の学力の向上や自主
的学習意欲の向上を図るため、
村費負担教員を各校へ配置す
る。

学務課 継続 28 ～ 37 一般財源

教育相談員の派遣

教育相談員を派遣することによ
り、児童・生徒の学習意欲の高
揚と家庭学習習慣の確立を図
る。

教育政策
室

継続 28 ～ 30

３.高等教育
の充実

1）
高等教育就学の充
実

六ヶ所高等学校ス
クールバス運行事
業

六ヶ所高等学校のスクールバス
を運行する。

学務課 継続 28 ～ 30 一般財源

－ 10 － ２章１節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分項 細分類 実施事業名 実施年度

章 節

基本計画 実施計画

奨学資金貸与事業
高等学校・専門学校・短期大学・
大学・大学院進学者への奨学金
を貸与する。

学務課 継続 28 ～ 30 一般財源

2 1
３.高等教育
の充実

1）
高等教育就学の充
実

六ヶ所村高等学校
通学費等補助金交
付事業

六ヶ所村から六ヶ所高等学校以
外の高等学校に通学する生徒
の通学費等に対する補助金の
交付

学務課 継続 28 ～ 30 一般財源

2）
進学奨励（人材育
成）事業

進学奨励事業

・進学奨励事業
　　進学した人を支援するために
奨励金を交付する。
・修学奨励事業
　　修学（大学院等）に修学して
いる人を支援するために奨励金
を交付する。
・留学奨励事業
　　留学する人を支援するために
奨励金を交付する。

総務課 継続 28 ～ 30 一般財源

－ 11 － ２章１節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

2 2
1．生涯学
習の推進

1） 学習意欲の啓発
各種講演会、親子
料理教室

料理教室、郷土大学、リフレッ
シュセミナー、ことぶき教室（文
化講演）、家庭教育学級（乳幼
児、小中学校、地域連携学習会
４箇所）を実施する。

社会教育
課

継続 28 ～ 30 一般財源

2）
生涯学習機会の充
実

生涯学習講演会
村民文化祭の期間にあわせ、講
演や演奏等を行う。

社会教育
課

継続 28 ～ 30 一般財源

２．生涯ス
ポーツの振
興

1）
健康で活力に満ち
た地域形成

スポーツ教室、大会

野球、バスケットボール、サッ
カー、スケートの教室やグランド
ゴルフ、シャッフルボードの大会
を実施する。

社会教育
課

継続 28 ～ 30 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第２章】　未来を支える人と文化を育てる

第２節　生涯学習・スポーツの振興

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 12 － ２章２節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

2 3
1．文化創
造の推進

1）
いきいきとした文化
活動の拡充

各成人講座
成人講座、芸術講座等を実施す
る。

社会教育
課

継続 28 ～ 30 一般財源

2）
郷土理解と自己啓
発の促進

郷土大学講座
郷土や地域に対する理解や愛
着を深めるため、郷土大学講座
を開催する。

社会教育
課

継続 28 ～ 30 一般財源

3）
文化活動団体の支
援

文化団体活動補助
金

村内文化団体（連合婦人会、少
年少女発明クラブ、民俗芸能12
団体、連合PTA、文化協会）に対
し活動のための補助金を交付す
る。

社会教育
課

継続 28 ～ 31 一般財源

２．郷土文
化の継承

1）
郷土芸能文化の保
存と活用

民俗芸能発表
先人から継承されてきた神楽、
子供神楽の演舞をみせる民俗
芸能発表会を実施する。

社会教育
課

継続 28 ～ 30 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第２章】　未来を支える人と文化を育てる

第３節　地域文化の創造

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 13 － ２章３節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

2 4
1．地域間・
世代間交流
の推進

1）
スポーツを通じた世
代間交流の推進

歩け歩け運動
ポールを使ったウォーキングを
実施する

社会教育
課

継続 28 ～ 30 一般財源

2）
文化活動を通じた世
代間交流の推進

民俗芸能発表会
年１回、民俗芸能発表会を地区
館で開催する。

社会教育
課

継続 28 ～ 30 一般財源

２．国際交
流の推進

1）
小・中学生海外体験
学習事業

小・中学生海外体験
学習事業

「21世紀を担う人材育成」をテ－
マに小・中学生がオ‐ストラリアと
アメリカで体験学習を行う。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第２章】　未来を支える人と文化を育てる

第４節　多様な交流の促進

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 14 － ２章４節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

2 5
1．担い手・
リーダーの
育成

1）
児童に対する意識
啓発の促進

ジュニアリーダー研
修会

小川原湖青年の家にてジュニア
リーダー育成のための１日研修
を行う。

社会教育
課

継続 28 ～ 30 一般財源

2） 人材育成事業 人材育成事業

国家資格取得に係る受験料や
交通費、研修の開催等に係る講
師代や施設使用料などの経費を
助成することより、人材の育成を
推進する。

総務課 継続 28 ～ 30 一般財源

２．青少年
の健全育成
推進

1）
社会環境浄化活動
の支援

青少年健全育成

有害図書等陳列する店舗に対し
て、青少年に配慮した陳列がな
されているか調査し、県等と協力
し啓蒙活動を行う。

社会教育
課

継続 28 ～ 30

2） 生徒指導推進
生徒指導推進協議
会補助

児童・生徒の健全育成と非行の
未然防止のため、小・中学校と
各関係機関で構成される生徒指
導推進協議会に対し、補助金を
交付する。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

３．国際化
を見据えた
人材育成

1）
国際化に柔軟に対
応できる人材の育
成

高校生ホームステイ
交流事業

六ヶ所村の高校生と韓国襄陽郡
の高校生が相互にホームステイ
し、互いの学校を訪問したり、祭
りに参加したり、家族で過ごすな
ど異文化を体験する。

国際教育
研修セン
ター

継続 28 ～ 30 一般財源

小学生サッカー交流
事業

サッカーを通じて外国の小学生
と交流する。
期間中に外国の通貨を使い、買
物等も体験する。

国際教育
研修セン
ター

継続 28 ～ 30 一般財源

小学生の韓国にお
ける体験学習

六ヶ所村の小学生が韓国襄陽
郡を訪問し、現地の小学生とス
ポーツ、文化紹介、学校紹介等
を行い交流する。

国際教育
研修セン
ター

新規 28 ～ 30 一般財源

インターネット交流
プロジェクト

六ヶ所高校ボランティア部とドイ
ツヴァーレン市の高校生（或い
は一般の語学教室生徒）が、英
語を使いインターネット又は手紙
で交流を行う。

国際教育
研修セン
ター

新規 28 ～ 30

2） 外国語教育の推進
小・中学校ＡＬＴ派遣
事業、外国語指導
業務委託

各保育所・こども園・各小中学校
にてALT等を派遣し、外国語の
授業を行う。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

４．キャリア
教育の推進

1）
東北大学キャンパス
体験事業

東北大学キャンパス
体験事業

東北大学キャンパスを訪問する
ことにより、大学教育の一端に
触れる機会をもち将来の進路選
択に役立てる。

教育政策
室

継続 28 ～ 30

むつ小川原
地域・まち
づくり支援
助成金

2） 夢を育む科学教室 夢を育む科学教室
外部から講師を招き、科学に関
する課外授業を実施する。

教育政策
室

継続 28 ～ 30

3）
東北大学小学生理
科出前授業

東北大学小学生理
科出前授業

東北大学の協力のもと、各小学
校を訪問し科学に関わる実験授
業を行ってもらうことにより、小学
生の科学に対する興味・関心を
喚起し、将来の進路選択に役立
てる。

教育政策
室

継続 28 ～ 30 一般財源

******
室蘭工業大学交流
事業

   室蘭工業大学の協力のもと、
各小・中学校に訪問し、日頃の
授業と実際の「ものづくり」がどう
結びつくか体験しながら理解す
ることにより、科学に対する興
味・関心を呼び起こし、将来の進
路選択に役立てる。

教育政策
室

新規 28 ～ 30 一般財源

******
環境エネルギー教
育支援事業

エネルギー関係機関の協力を得
ながら、感動や疑問を大切にし
児童生徒に科学的な知識や思
考力を育てる体験活動・施設見
学を実施する。

教育政策
室

継続 28 ～ 30
県補助金、
広報調査等
交付金

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第２章】　未来を支える人と文化を育てる

第５節　人材育成の推進

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 15 － ２章５節



主な事業内容 担当課係
　新規・
　継続

財源区分

3 1

1．健康づく
りの推進
（健康寿命
の延伸）

1）
母子保健体制の充
実

妊婦支援事業

母子健康手帳交付時に、健康状
態を確認し適切な保健指導の実
施、妊婦保健指導報告書の発
行、パンフレット及び記念品を配
布する。
妊娠７ヶ月児に、ママ元気メール
と禁煙メールを送付する。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 一般財源

妊婦委託健康診査
妊婦委託健康診査受診票を発
行し、委託医療機関で妊婦健診
を実施する。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30
電源立地地
域対策交付
金

乳児委託健康診査
乳児一般委託健康診査受診票
を発行し、委託医療機関で乳児
健診を実施する。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30
電源立地地
域対策交付
金

乳幼児健診

４ヶ月・１歳・１歳６ヶ月・３歳児健
診における身長体重測定・内科
診察・歯科診察・栄養相談・個別
相談等。乳幼児相談・７ヶ月児健
診、５歳児発達相談において身
長体重測定・個別相談等を行
う。
２歳児歯科健診、ワッ歯ッ歯むし
歯０教室において、歯科健診・
フッ素塗布等を行う。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 一般財源

乳児訪問
家庭訪問し、産婦の健康状態の
把握と生活指導、児の健康状態
の把握と育児支援を実施する。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 一般財源

妊婦歯科健診

妊婦歯科委託健康診査受診票
を発行し、委託医療機関で個別
の歯科健診と歯科指導を実施す
る。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 一般財源

妊婦交通費助成
妊婦健診受ける際に係る交通費
を補助する。
（１回につき　2,000円）

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 一般財源

特定不妊治療費給
付事業

特定不妊治療費の助成を行う。
（１回150,000円上限に10回）

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 一般財源

マタニティ教室
妊娠中の過ごし方や新生児につ
いての講話、栄養指導、調理実
習を行う。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 一般財源

親子ふれあい事業

子どもの発達を促すための方法
について、リトミック・親子ビク
ス、ベビーマッサージを取り入れ
実施する。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 一般財源

学校保健との連携
事業

乳幼児健診において、全中学３
年生を対象にふれあい体験を実
施する。
小学・中学・高校生をを対象に、
要望に応じ健康づくりに関する
講話を実施する。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 一般財源

2）
自己の健康管理と
生活習慣病予防対
策の充実

集団健診

村内４会場において、特定健康
診査、後期高齢健康診査、肝炎
検査、腹部超音波検査、骨密度
検診、肺がん・胃がん・大腸が
ん・前立腺がん・子宮がん・乳が
ん検診を実施する。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30

県補助金、
電源立地地
域対策交付
金

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第３章】　共に健康でいきいきした暮らしを創る

第１節　健康づくりの推進

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画
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主な事業内容 担当課係
　新規・
　継続

財源区分項 細分類 実施事業名 実施年度

章 節

基本計画 実施計画

3 1

1．健康づく
りの推進
（健康寿命
の延伸）

2）
自己の健康管理と
生活習慣病予防対
策の充実

国保ドック

国民健康保険加入者（40～74歳
の特定健診対象者）を対象とし、
委託医療機関で健診（胃・肺・大
腸・前立腺・乳・子宮がん検査、
腹部超音波検査、骨密度検診）
を実施する。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 県補助金

歯周疾患検診
委託医療機関において、口腔内
の状態の確認と歯科指導を行
う。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 県補助金

健康相談

健診の結果、要指導の判定を受
けた方を対象に、生活習慣の改
善について保健指導を実施す
る。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 県補助金

健康教育

薬の正しい飲み方、歯周疾患予
防についての講演、栄養教室を
実施する。
健康カレンダーの作製・配布す
る。
健康展において、ポスターの展
示等を行う。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 県補助金

がん検診助成事業

医療機関や検診機関において
個別にがん検診を実施した者
（子宮がん20歳以上、乳がん・胃
がん・大腸がん40歳以上）に対
し、検診料金を助成する。

保健相談
センター

新規 28 ～ 30 一般財源

啓発活動
講演会、健康ポスターの展示、
健康食の試食、身体機能チェッ
ク、健康相談等を実施する。

保健相談
センター

新規 28 ～ 30 一般財源

3）
バランスのとれた食
生活習慣の定着

食育推進事業
年長児と学童、その保護者を対
象とした、調理実習や学習会を
行う。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 一般財源

栄養教室
成人を対象とした、調理実習や
学習会を行う。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 県補助金

4） 運動習慣の定着 健康ウォーク

運動する機会を提供するため
ウォーキングイベントをを実施す
る。あわせて健康パネルの展
示、健康相談、身体機能チック、
健康食の試食を行う。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 県補助金

運動推進事業
講習会（３Ｂ体操・ﾖｶﾞ・ヒップホッ
プやロコモ予防・男性の運動等）
を開催する。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 県補助金

5）
受動喫煙の防止や
禁煙支援体制の充
実

啓発活動

健診や事後指導時にパンフレッ
トを配布する。
青森県が承認しているクリーン
施設登録を勧奨をする。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 県補助金

6）
心の健康づくりに関
する啓発活動と支
援体制の充実

こころの健康づくり
講習会

自殺予防に関する講習会を開催
する。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 県補助金

啓発活動
学習会や健康展等でパンフレッ
トを配布する。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30 県補助金

7）
感染症予防対策の
充実

定期予防接種

委託医療機関において予防接
種（四種混合、不活化ポリオ、二
種混合、ＭＲ、日本脳炎、ＢＣＧ、
ヒブ、小児肺炎球菌、水痘、子宮
頸がん、高齢者肺炎球菌、高齢
者インフルエンザ）を実施する。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30
電源立地地
域対策交付
金

任意予防接種助成
事業

委託医療機関において、1歳から
64歳のインフルエンザと風疹予
防接種を実施する。

保健相談
センター

継続 28 ～ 30
電源立地地
域対策交付
金
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主な事業内容 担当課係
　新規・
　継続

財源区分項 細分類 実施事業名 実施年度

章 節

基本計画 実施計画

3 1

1．健康づく
りの推進
（健康寿命
の延伸）

8）
特定健診受診率の
向上

第3期六ヶ所村特定
健康診査等実施計
画

国民健康保険被保険者の特定
健康診査や特定保健指導の受
診状況、保健指導におけるこれ
まで実施した実績、取り組み方
法などの問題点・課題を整理分
析し、新たな目標値等を設定す
るための指針を策定する。

健康課 新規 29 ～ 29 一般財源

特定健康診査等事
業（集団健診）

40歳から74歳までの国民健康保
険被保険者や75歳以上の後期
高齢者医療被保険者を対象に、
村内５箇所において集団的に無
料で健康診査を実施する。ま
た、特定保健指導の必要となる
被保険者に対し指導を実施す
る。

健康課 継続 28 ～ 30
国・県補助
金

特定健康診査等事
業（個別健診）

40歳から74歳までの国民健康保
険被保険者や75歳以上の後期
高齢者医療被保険者を対象に、
都合により集団健診を受診でき
なかった被保険者を対象に無料
で特定健康診査を実施する。ま
た、特定保健指導の必要となる
被保険者に対し指導を実施す
る。

健康課 継続 28 ～ 30
国・県補助
金

特定健診受診率向
上事業

国民健康保険被保険者及び後
期高齢者医療被保険者の特定
健診受診者を対象に、村内限定
で利用できる商品券の配布及び
健診受診率向上のための勧奨
や健康増進の啓発用看板等を
設置する。

健康課 新規 28 ～ 30 一般財源
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主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

3 2 1）
地域包括ケアの推
進

生活支援サービス
の充実・強化

買い物支援サービス・家事援助
サービス・配食サービス・見守り
支援等のサービス支援の提供を
実施する。

福祉課 新規 29 ～ 30
地域支援事
業交付金

生活支援体制整備
事業

サービスの担い手や開発等を行
い高齢者の社会参加及び生活
支援の充実を推進するため、地
域に不足するサービスの創出や
関係者間のネットワーク構築な
どの役割を持つ生活支援コー
ディネーターの配置、地域づくり
における意思統一や情報交換の
場となる協議体の設置等に取り
組む。

福祉課 新規 28 ～ 30
地域支援事
業交付金

認知症施策推進事
業

認知症初期集中支援推進事業
（できる限り早い段階からの支
援）を行う。
認知症地域支援推進員の配置
を行い、地域の医療や介護、支
援機関等との連携支援や、認知
症の人やその家族を支援する体
制づくりを行う。
また、社会全体で認知症の人々
を支えるための周知活動や認知
症予防、早期発見のための取組
みなどを行う。
更に認知症の予防から進行状
況に合わせた対応などを示した
認知症ケアパスを作成する。

福祉課 継続 28 ～ 30
地域支援事
業交付金

在宅医療・介護連携
推進事業

地域の医療・介護関係者による
会議の開催、在宅医療・介護関
係者の研修等を行い、在宅医療
と介護サービスを一体的に提供
する体制を構築する。
（医療と介護が相互に連携を図
ることで、入・退院時における在
宅から入院、入院から在宅への
スムーズな移行が可能となる。
また、医療機器等を活用した状
態での在宅生活継続を安心して
行うことができる。）
介護・医療サービスマップの作
成を行う。

福祉課 継続 28 ～ 30

地域ケア会議推進
事業

地域包括支援センター及び在宅
介護支援センターにおいて、定
期的に多職種協働による個別事
例の検討や地域課題の把握・検
討等を行うことで、地域のネット
ワーク構築、マネジメント支援、
地域課題の解決と資源開発等を
推進する。

福祉課 継続 28 ～ 30
地域支援事
業交付金

快適な住まいの確
保事業

住宅改修相談事業や福祉用具
利用の促進、村内のバリアフ
リー化の促進を実施する。
また介護保険対象外の高齢者も
対象とした入居施設の整備につ
いてはサービス付き高齢者向け
住宅などの検討もしていく。

福祉課 継続 29 ～ 30 一般財源

2）
介護保険・介護予防
サービスの充実

介護保険サービス
の充実

既存のサービスの充実を図ると
ともに、現在実施されていない訪
問看護、訪問リハビリテーション
など今後必要とされるサービス
の整備の支援を行う。

福祉課 継続 28 ～ 30

項 細分類 実施事業名 実施年度

実施計画

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第３章】　共に健康でいきいきした暮らしを創る

第２節　高齢者福祉の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

1．高齢者
福祉、介護
サービスの
充実（安心
できる暮ら
しの実現）

章 節

基本計画
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主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分項 細分類 実施事業名 実施年度

実施計画

章 節

基本計画

3 2

1．高齢者
福祉、介護
サービスの
充実（安心
できる暮ら
しの実現）

2）
介護保険・介護予防
サービスの充実

介護予防サービス
の充実

各地域において高齢者を対象と
した健康づくり体操を実施する
他、要支援者や介護予防・生活
支援サービス事業対象者に対し
て運動・リハビリ・口腔ケア・レク
リエーション等を実施する。ま
た、地域住民主体の通いの場の
支援を行う。

福祉課 継続 28 ～ 30
地域支援事
業交付金

3）
介護サービスの質
の確保

介護従事者研修会

介護従事者の質の確保を図るた
め、村内の介護保険施設等の職
員を対象にした介護・医療等の
研修会等を実施する。

福祉課 新規 29 ～ 30 一般財源

4） マンパワーの確保
介護従事者の資格
取得助成事業

介護従事者に対する資格取得
のための助成金の支給や事業
所に対する休業補償支援等を行
う。

福祉課 新規 30 ～ 30 一般財源

介護従事者養成事
業

社会福祉協議会に委託し、介護
職員初任者（旧：ヘルパー2級）
取得のための養成事業を実施
する。

福祉課 新規 28 ～ 30 一般財源

地域マンパワー育
成事業

高齢者等に対して適切な生活支
援を提供するには、必要な時に
関係機関へ連絡できる体制が重
要であり、そのためには生活支
援の担い手となるボランティア等
が必要不可欠である。このこと
から、介護保険制度や高齢者の
特徴、緊急対応などについての
理解を深めるためボランティア等
を対象とした研修を実施する。

福祉課 新規 28 ～ 30
地域支援事
業交付金

介護予防サポー
ター育成事業

高齢者等に対して適切な介護予
防を提供するためには、必要な
時に関係機関へ連絡できる体制
が重要であり、そのためには介
護予防の担い手となるボランティ
ア等が、必要不可欠である。こ
のことから、介護保険制度や高
齢者の特徴、緊急対応などにつ
いての理解を深めるためボラン
ティア等を対象とした研修を実施
する。

福祉課 新規 29 ～ 30
地域支援事
業交付金

1）
高齢者の生きがい
づくりの推進

いきいきサロン

公民館等で地域の高齢者の通
いの場を確保する。介護予防に
資する住民運営の通いの場の
活動を支援する。

福祉課 新規 29 ～ 30
地域支援事
業交付金

高齢者無料入浴事
業

ろっかぽっか、老人福祉セン
ター、地域交流ホーム、泊ふれ
あいセンターの４施設において
高齢者に対して無料入浴を実施
する。

福祉課 継続 28 ～ 30
青森県核燃
料物質等取
扱税交付金

老人クラブ事業

老人クラブ活動についての助成
を行い、社会参加の促進、地域
とのつながりの保持、体力の維
持・向上を図る。

福祉課 継続 28 ～ 30
青森県老人
クラブ補助
金

2）
高齢者の社会参加
の促進

高齢者社会参加促
進事業

元気高齢者による技術指導(以
前従事していた仕事の技術指
導)や趣味活動を通じて社会参
加につなげる。

福祉課 新規 29 ～ 30
地域支援事
業交付金

孤立化防止事業

地域の高齢者が孤立化しないよ
う地域の子どもたちの通学路の
見守り支援を行う等して孤立化
を防止する。

福祉課 新規 29 ～ 30

高齢者就労支援事
業

シルバー人材センターを通し、高
齢者自らのいきがいのサポート
及び地域の孤立化の解消のた
め、高齢者の能力を活用した就
労支援をする。

福祉課 継続 28 ～ 30 一般財源

2．高齢者
の生きがい
づくりの推
進（潤いの
あるいきい
きとした生
活の実現）

－ 20 － ３章２節



主な事業内容 担当課 事業区分 財源区分

3 3
１．乳幼児・
児童福祉の
充実

1） 乳児保育の拡大
乳児保育事業(（仮
称）南こども園)

生後2ケ月を超えた保育を必要
とする乳児の保育を行う。

子ども支
援課

新規 30 ～ 30

2） 一時保育の拡大
一時預かり保育事
業(千歳平こども園)

村内に住所を有する保育所等を
利用していない未就学児が対象
で、保護者の私的な理由等によ
る一時保育及び在園児対象の
一時預かりを行う。

子ども支
援課

新規 28 ～ 30
国・県補助
金

3） 病児保育の実施 病児保育事業

突発的な発熱や風邪などで、保
育所が預かれない子どもを保護
者の委託を受け、保育士・看護
師等が連携して一時的に保育・
看護を行う。1年間試行し、状況
をみて本格実施へと進める。

子ども支
援課

新規 28 ～ 30

4）
休日保育の検討・試
行

休日保育の試行
1年間試行し、状況をみて本格実
施へと進める。

子ども支
援課

新規 30 ～ 30

5） 放課後教室の充実 施設の整備の検討
泊・千歳平地区に独立した放課
後教室の整備を検討する。

子ども支
援課

新規 28 ～ 28

有資格者の確保・配
置

各施設に1人以上の有資格者
(保育士・社会福祉士等)を配置
する。

子ども支
援課

新規 28 ～ 30

6）
乳幼児等医療費支
給制度所得制限緩
和制度の充実

乳幼児等医療支給
制度所得制限緩和
事業

平成27年4月より実施している乳
幼児等医療費支給制度の所得
制限緩和を引き続き実施する。

子ども支
援課

継続 28 ～ 30 国庫補助金

7）
子育て支援費(子宝
祝金・新生児家庭支
援費)の充実

子育て支援事業

平成19年4月1日以降に出生した
第3子以上の子を対象に子宝祝
金を支給する。
出生の翌月から満1歳に達する
月まで、新生児家庭支援費を支
給する。

子ども支
援課

継続 28 ～ 30 一般財源

8） 認定こども園の拡充
（再掲）
千歳平こども園整備
事業

千歳平こども園を整備する。
子ども支
援課

新規 27 ～ 28
再編交付金
（防衛省）

（再掲）
（仮称）南こども園整
備事業

（仮称）南こども園を整備する。
子ども支
援課

新規 29 ～ 30
再編交付金
（防衛省）

２．出会い・
結婚応援

1） 出会い・結婚応援
出会い・結婚応援事
業

村内実行委員会を設置し、婚活
支援事業等で独身男女の出会
いの場を提供する。

子ども支
援課

新規 28 ～ 30 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第３章】　共に健康でいきいきした暮らしを創る

第３節　地域福祉の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 21 － ３章３節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

3 4
１．地域医
療の充実

1） 診療施設の充実
六ヶ所村医療セン
ター指定管理交付
金

病床１９床の診療施設と療養
ベット２９床の介護老人保健施設
及び定員２０名の通所リハビリ
テーションを指定管理する。

健康課 継続 28 ～ 30 一般財源

医療機器購入事業
診療施設における医療機器等の
整備・更新をする。

健康課 継続 28 ～ 28 一般財源

2） 在宅医療の充実 往診・訪問看護事業
六ヶ所村地域家庭医療センター
を中心とした往診・訪問看護を実
施する。

健康課 継続 28 ～ 30

3） 医療スタッフの充実 薬剤師派遣事業
千歳平診療所の薬剤師の派遣
事業。
　※１回２時間を年４９回

健康課 継続 28 ～ 30 一般財源

医師派遣事業
千歳平診療所の代診医の派遣
事業。
※隔週の木曜日(年２７回）

健康課 継続 28 ～ 30 一般財源

２．広域医
療、救急医
療体制の充
実

1）
他医療機関との連
携の充実

北部上北地域広域
事務組合負担金（野
辺地病院）

北部上北地域の２次医療機関で
ある公立野辺地病院への構成
町村としての負担金。

健康課 継続 28 ～ 30 一般財源

2）
救急医療体制の充
実

時間外診療等対応
事業

夜間・休日等の時間外診療や救
急患者へ適切な対応をするため
六ヶ所村地域家庭医療センター
の施設整備や体制を維持する。
※指定管理者による事業実施

健康課 継続 28 ～ 30

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第３章】　共に健康でいきいきした暮らしを創る

第４節　医療体制の充実

章 節

基本計画 実施計画

－ 22 － ３章４節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

3 5
１．障がい
者自立支援
の充実

1）
障害者総合支援法
に基づくサービスの
推進

地域生活支援事業

障がい者が、身近な地域で不自
由のない快適な生活が送れるよ
う、外出支援、移動支援、日常生
活用具給付等の地域生活支援
事業を実施する。

福祉課 継続 28 ～ 30 国・県補助金

六ヶ所村障がい者
支援計画策定

「障がい福祉計画」は障害者総
合支援法において、３年を１期と
して作成することとされており、
「障がい者計画」についても、障
がい福祉計画の改正に合わせ
必要部分の見直しを行い、「六ヶ
所村障がい者支援計画」としてと
りまとめて作成する。

福祉課 継続 30 ～ 30 一般財源

住宅改修の促進

障がい者が在宅生活が可能とな
るよう、住宅改造改修費を助成
し、生活しやすい環境を支援す
る。

福祉課 継続 28 ～ 30 国・県補助金

障害者住宅支援事
業

障がい者の自立に向けた住まい
を確保するための相談業務、ア
パート等への入居の支援を行
う。

福祉課 継続 28 ～ 30

公共施設のバリアフ
リー化促進

国等の基準に適合するよう、公
共的施設の改修、整備をさらに
促進するとともに、村内主要道
路の段差の解消、幅の広い歩道
の整備など歩行空間のバリアフ
リー化に努める。

福祉課、
関係課

継続 28 ～ 30

2） 相談体制の充実
障害者相談支援事
業

相談支援事業については、村内
の指定相談支援事業所を中心と
した３障がい共通の相談窓口を
確保し、相談しやすい体制の整
備に努める。

福祉課 継続 28 ～ 30 国・県補助金

3） 雇用の促進
障害者就業支援事
業

村内の指定障がい者施設に就
労業務を委託し、障がい者に就
労の場を提供することで自立、
更生の支援をする。

福祉課 継続 28 ～ 30 国・県補助金

障害者交通支援事
業

人工透析患者やデイケア利用者
の通院及び障害福祉サービス利
用者の移送費並びに知的障が
い者の通勤費の負担軽減のた
め、交通費の一部を助成する。

福祉課 継続 28 ～ 30 国・県補助金

自動車の利用支援

自動車による外出を支援するた
め、自動車免許取得費・自動車
改造費補助制度の利用促進と
助成を行う。

福祉課 継続 28 ～ 30 国・県補助金

4）
支え合い体制の整
備

手話通訳者等派遣

意思疎通を図ることに支障があ
る聴覚障がい者に、青森県ろう
あ協会に委託し、資格取得時の
手話通訳ができるよう支援を行
う。

福祉課 継続 28 ～ 30 国・県補助金

障害者団体支援

障がい者又はその保護者により
構成される会に、地域での活動
ができるよう運営費の助成を
行っている。

福祉課 継続 28 ～ 30 一般財源

障がい者つどいカ
フェ

障がい者とその家族が、地域住
民の一員として地域で活動し生
活できる訓練として、日中集い活
動できる空き家を用いた場所の
確保と支援を行う。

福祉課 新規 28 ～ 29

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第３章】　共に健康でいきいきした暮らしを創る

第５節　障がい者福祉の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 23 － ３章５節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

3 6
１．社会保
障の充実

1）
生活困窮者の自立
促進

生活困窮者自立相
談支援事業

地域の実情に応じて、生活困窮
者や生活保護受給者などの地
域の要援護者に対して自立・就
労に向けた支援サービスを総合
的、一体的に提供することで自
立を促進するとともに、生活保護
制度の適正実施を推進する。

福祉課 新規 28 ～ 30

生活困窮者住宅支
援

生活困窮者が自立と就労に向け
生活できるよう、相談に応じて住
宅の確保の支援をする。

福祉課 新規 28 ～ 30

2）
介護保険制度の安
定運営

高齢者福祉計画・第
７期介護保険事業
計画策定

介護保険料の未納をなくすた
め、制度の周知徹底と広報活動
を実施また、平成27年3月に高
齢者福祉計画・第６期介護保険
事業計画は策定済であるが必
要に応じて見直しを検討し、適正
なサービスを提供する。

福祉課 継続 30 ～ 30 一般財源

国民年金事務交付
金事業

年金保険料未納者を減らすため
の広報体制の充実に努め、関係
期間と連携を密にし、相談業務
に努める。

福祉課 継続 28 ～ 30 国庫補助金

年金生活者支援事
業

一定の基準を下回る老齢年金
受給者に対する「年金生活者支
援給付金」の支給に向け、所得
情報提供システムの構築と対象
者への給付に努める。

福祉課 新規 28 ～ 29 国庫補助金

２．国民健
康保険制度
の健全な運
営

1） 医療費の抑制
六ヶ所村国保ヘル
スアップ事業

４０歳から７４歳までの国民健康
保険被保険者を対象に特定健
診未受診者への勧奨と健康の
保持増進、疾病予防、生活の質
の向上等を目的に、医療情報や
健診情報等のデータ分析を活用
し、PDCAサイクルに沿って効果
的・効率的に実施する保健事
業。

健康課 継続 27 ～ 28 国庫補助金

後発医薬品（ジェネ
リック）利用促進事
業

国保被保険者の先発医薬品利
用者を対象とし、後発医薬品を
利用した場合の差額分を通知
し、医療費の抑制や自己負担額
の軽減になることの普及を図る
事業。

健康課 継続 28 ～ 30 国庫補助金

2）
保険税の収納率向
上

税等収納対策事業

収納率向上に向け、相談窓口の
充実や収納体制を強化するとと
もに、保険税納付意識の高揚を
図る。

健康課 継続 28 ～ 30 一般財源

国保広域化事業
新制度移行に伴い、制度の周知
や理解促進のための県と連携し
た広報活動等を行う。

健康課 新規 28 ～ 30 一般財源

３．後期高
齢者医療保
険制度の安
定運営

1） 医療費の抑制
後期高齢者医療制
度普及事務

健康寿命延伸のための健康保
持・増進、疾病予防、特に高齢
化社会の進展に伴う認知症の予
防対策等の健康管理に対する
啓発事業や後発医薬品（ジェネ
リック）の利用促進を図る。

健康課 継続 28 ～ 30

2）
保険料の収納率向
上

税等収納対策事業

収納率向上に向け、相談窓口の
充実や収納体制を強化するとと
もに、保険料納付意識の高揚を
図る。

健康課 継続 28 ～ 30 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第３章】　共に健康でいきいきした暮らしを創る

第６節　社会保障の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 24 － ３章６節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

4 1
１．災害に
強い地域づ
くりの推進

1）
企業等と連携した防
災体制の強化

各種応援協定締結
企業の防災計画と村防災計画と
の整合性を図り、協力が可能で
あれば応援協定締結を進める。

原子力対
策課

継続 28 ～ 30

企業等防災訓練協
力

企業等防災計画作成及び防災
訓練への助言及び協力を行う。

原子力対
策課

継続 28 ～ 30

2）
緊急情報提供体制
の整備

エリアメール活用
エリアメールの活用方法の広報
を実施する。

原子力対
策課

継続 28 ～ 30

新媒体活用調査
新たな情報ツール(端末)の調査
を行う。

原子力対
策課

新規 28 ～ 30 一般財源

3）
自主防災組織の育
成・支援・強化

自主防災組織設立
支援

組織設立に対する助言・協力等
を行う。

原子力対
策課

継続 28 ～ 30

自主防災組織育成
支援

資機材等購入のための補助を
行う。

原子力対
策課

継続 28 ～ 30 一般財源

地区相互応援体制
構築

他地区応援のための計画書を
作成する。

原子力対
策課

新規 28 ～ 29

4）
既存建築物の耐震
化促進

建築物耐震化 耐震化の促進をする。
原子力対
策課

継続 28 ～ 30

防災ツール広報
家具転倒防止ツール活用を広報
する。

原子力対
策課

新規 28 ～ 30

5）
防災資機材及び緊
急時の食糧等の確
保

各種応援協定締結
地域振興開発㈱及び村内ホー
ムセンターとの物資供給に関わ
る協定を締結する。

原子力対
策課

新規 28 ～ 29

防災倉庫整備
地区避難所に防災用品保管庫
を設置する。

原子力対
策課

新規 28 ～ 30 一般財源

資機材・食糧等購入
緊急時に備え資機材・食糧等の
備蓄をする。

原子力対
策課

新規 29 ～ 30 一般財源

6）
公共施設の防災力
強化

非常用発電設備整
備

第一中、尾駮小、スワニー、総合
体育館へ非常用発電設備を整
備する。

原子力対
策課

新規 28 ～ 29 調整中

感震ブレーカー設置
公共施設(集会所・屯所・公営住
宅等)へ感震ブレーカーを設置す
る。

原子力対
策課

新規 28 ～ 30 一般財源

２．防災意
識の啓発

1） 防災訓練の充実
防災訓練(実働)実
施

津波避難訓練を実施する。
原子力対
策課

継続 28 ～ 30 一般財源

防災訓練(図上)実
施

各種図上訓練を実施する。
原子力対
策課

継続 28 ～ 30 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画(事業一覧）

【第４章】　あらゆる災害に対応して安全を守る

第１節　自然防災体制の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 25 － ４章１節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分項 細分類 実施事業名 実施年度

章 節

基本計画 実施計画

4 1
２．防災意
識の啓発

2） 防災意識の啓発 広報
新たな情報及び知見等を住民に
広報する。

原子力対
策課

継続 28 ～ 30

防災教育
学校等及び自主防災組織へ講
話を実施する。

原子力対
策課

継続 28 ～ 30

３．防災行
政用無線施
設の更新

1）
防災行政用無線施
設更新

防災無線施設の更
新

防災無線施設の更新をする。
　　親局 1、中継局 1、
　　子局 110、
　　戸別受信機 3,957
　　統制局 1、基地局 1、
　　移動局 45

建設課 継続 25 ～ 30

防衛施設周
辺民生安定
事業補助金
（防衛省）

４．減災対
策のための
河川の維持
管理

1）
河川の点検、維持
管理

河川の浚渫工事

河川断面確保のための河道掘
削工事を実施する。
　　老部川　　3600ｍ
　　二又川　　3600ｍ
　　平沼川　　3600ｍ
　　戸鎖前川　400ｍ

建設課 継続 27 ～ 32
電源立地地
域対策交付
金

－ 26 － ４章１節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

4 2
１．原子力
防災体制の
強化・充実

1）
地域防災計画の整
備等

広報

　国の防災基本計画原子力災害
対策編及び原子力規制委員会
が定める原子力災害対策指針
の最新の知見を取り入れ、六ヶ
所村地域防災計画（原子力編）
を修正し、修正版を村ホーム
ページに掲載し、住民への周知
を図る。

原子力対
策課

継続 28 ～ 30 一般財源

避難計画説明会開
催

国の防災基本計画原子力災害
対策編及び原子力規制委員会
が定める原子力災害対策指針
の最新の知見を取り入れ、六ヶ
所村避難計画を修正し、ホーム
ページに掲載するほか、住民説
明会を開催し、緊急時の防護措
置について周知を図る。

原子力対
策課

新規 28 ～ 30 一般財源

2）
知識の普及啓発の
推進

原子力だより発行

原子燃料サイクル施設及び東通
原子力発電所の施設の現状と、
安全協定に基づく村の取り組み
について、年２回パンフレットを
作成し、村内全戸に配布する。

原子力対
策課

継続 28 ～ 30
広報調査等
交付金

放射線講話
放射線測定器を活用した放射線
の講話及び住民へ貸し出しをす
る。

原子力対
策課

新規 28 ～ 30

3） 防災訓練の実施 原子力防災講話

学校の防災訓練等と併せて、児
童生徒に対し、放射線に関する
知識、原子力防災に関する教育
（講話）を行う。

原子力対
策課

継続 28 ～ 30

原子力災害避難訓
練実施

村内小中学校の児童生徒を対
象とした原子力災害を想定した
避難訓練の実施する

原子力対
策課

継続 28 ～ 30 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第４章】　あらゆる災害に対応して安全を守る

第２節　原子力防災体制の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 27 － ４章２節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

4 3
１．消防体
制の充実

1） 住民の意識向上 火災予防運動 火災予防運動等の広報を行う。
原子力対
策課

継続 28 ～ 30

自主防災組織への
防災講話

防災講話、消化訓練、救急救命
講習実施の補助をする。

原子力対
策課

継続 28 ～ 30

2）
消防設備の拡充及
び消防体制の強化

屯所整備
経年劣化した屯所の改築をす
る。

原子力対
策課

継続 29 ～ 29
石油貯蔵施
設立地対策
等交付金

消防団員教育
消防団員への訓練及び教育を
行う。

原子力対
策課

継続 28 ～ 30

3）
消防団員の高齢化
及び加入団員減少
への対策

消防団の待遇改善
年報酬の改定をする。
※H28より実施予定

原子力対
策課

新規 28 ～ 30

広報
六ヶ所テレビの活用、消防団協
力事業所に対する広報を実施し
団員募集する。

原子力対
策課

新規 28 ～ 30

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第４章】　あらゆる災害に対応して安全を守る

第３節　消防体制の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 28 － ４章３節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

4 4
１．防犯、交
通安全

1）
交通安全対策の推
進

交通安全啓発活動

啓発物品等をイベント等で配布
し、啓発活動をする。
・街頭活動
・イベントでの啓発活動

総務課 継続 28 ～ 30 一般財源

交通安全設備等修
繕

道路反射鏡や回転灯等の修繕
をする。

総務課 継続 28 ～ 30 一般財源

道路反射鏡設置等
工事

危険箇所に道路反射鏡の設置
をする。

総務課 継続 28 ～ 30 一般財源

交通安全活動費等
補助金

交通指導隊や安全協会等への
活動のための補助をする。
六ヶ所村交通指導隊、交通安全
母の会連合会視察研修のため
の補助をする。
・野辺地地区交通安全協会六ヶ
所支部補助金
・女性ドライバーの会補助金
・各分会等への補助金（４分会）
・母の会への補助金
・交通指導隊活動費補助金

総務課 継続 28 ～ 30 一般財源

2） 防犯対策の推進 防犯啓発活動

防犯パトロールの実施や標語
板・のぼり旗での啓発活動を実
施する。
・防犯対策標語板
・のぼり旗等

総務課 継続 28 ～ 30 一般財源

防犯設備等修繕 防犯灯の修繕をする。 総務課 継続 28 ～ 30 一般財源

防犯灯設置等工事
危険箇所に防犯灯を設置し、整
備の拡充を図る。

総務課 継続 28 ～ 30 一般財源

防犯活動費等補助
金

防犯協会や防犯指導隊への活
動のための補助をする。
防犯指導隊視察研修のための
補助をする。
・各支会への補助金（４支会）
・防犯指導隊への活動補助金

総務課 継続 28 ～ 30 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第４章】　あらゆる災害に対応して安全を守る

第４節　身近な安全の確保

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 29 － ４章４節



主な事業内容 担当課 事業区分 財源区分

4 5
１．国民保
護、テロ対
策の充実

1）
国民保護計画の見
直し

国民保護計画改定 国民保護計画の改定を行う。
原子力対
策課

継続 29 ～ 29 一般財源

2）
テロや密入国の対
策

テロ対策
事業者及び警察、海上保安庁等
関係機関と連携のうえ、国民保
護訓練を実施する。

原子力対
策課

新規 29 ～ 29

密入国対策
漁業関係者及び海上保安庁と
調整後訓練を実施する。

原子力対
策課

継続 29 ～ 29

救助活動整備
武力攻撃等の緊急事態に備え
た体制を整備する。

原子力対
策課

新規 28 ～ 28

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第４章】　あらゆる災害に対応して安全を守る

第５節　有事対応体制の強化

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 30 － ４章５節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

5 1
１．自然環
境の保全

1）
太平洋クリーンアッ
プ作戦の実施

太平洋クリーンアッ
プ作戦の実施

海岸の良好な景観の保持及び
環境の保全と、清掃活動を通し
住民の環境問題に対する意識
向上を目的とし、また建設業協
会等の地域活動への奉仕作業
を通じて太平洋沿岸の清掃活動
を実施する。

福祉課 継続 28 ～ 30 一般財源

2）
清掃活動の実施・支
援

清掃活動や集団回
収の推進・実施

六ヶ所村内の自治会・町内会や
小・中学校等が主体の地域の清
掃活動に対して協力・支援を行
い、生活環境美化に対する意識
向上を促し、またその意欲を促
すため、集めたごみを分別してリ
サイクルした量が多かった団体
に対して表彰します。

福祉課 新規 28 ～ 30 一般財源

3）
不法投棄防止パト
ロールの実施

六ヶ所村不法投棄
監視員による監視
業務

村不法投棄監視員を３名から１
２名に増員し、特に多く投棄され
ている山間部や防風林の森林
区域を重点に置きながら、監視
パトロールを強化します。更に、
不法投棄防止に関する看板の
設置や広報誌等で地域住民へ
の周知を図り、不法投棄発生件
数ゼロを目指します。

福祉課 継続 28 ～ 30 一般財源

4）
事業者等との公害
防止協定の締結

事業者等との公害
防止協定の締結

公害防止に係る事業者等との協
定書の締結し、事業者等が行う
環境基準測定の定期報告を確
認しながら適宜指導し、公害が
発生した場合の迅速な報告や処
理対応を促す。

福祉課 継続 28 ～ 30 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第５章】　大切な自然をまもり・育て・伝える

第１節　自然環境保全の推進

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 31 － ５章１節



主な事業内容 担当課 事業区分 財源区分

5 2
１．環境教
育の充実

1）
体験型環境教育の
実施

環境教育体験学習
事業

自然とふれあい親しみ、また自
然保護の意識向上を図るため、
小学生から高齢者までを対象と
して、ボランティアなどの講師に
よる体験型の学習会を実施し、
また村の行事・事業等との共同
開催を検討する。

福祉課 新規 29 ～ 30 一般財源

２．環境ボラ
ンティアの
育成

1）

各種団体・ボラン
ティアが行う美化活
動への環境専門講
師等の派遣・支援

環境専門講師等派
遣・支援事業

環境美化に対する意識向上を図
るため、各種団体・ボランティア
などが主催する体験学習会や講
演会などに対して、専門講師の
派遣支援を行う。

福祉課 新規 29 ～ 30 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第５章】　大切な自然をまもり・育て・伝える

第２節　環境の担い手育成

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 32 － ５章２節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

5 3
１．環境美
化の充実

1）
春・秋ごみ一層運動
の実施

ごみ一掃運動

自治会・町内会内毎にごみ拾い
を春と秋の2回実施する。集まっ
た廃棄物を清掃ごみとして最終
処分場に搬入・埋立する。

福祉課 継続 28 ～ 30 一般財源

２．ごみリサ
イクルの推
進

1） 集団回収の推進 集団回収の実施

各団体毎に回収する品目を定め
て分別しながら集団回収を実施
し、リサイクル量の多い優良団
体には村が表彰をして、集団回
収の支援・奨励する。

福祉課 新規 28 ～ 30 一般財源

2）
適正なごみの排出
の推進

ごみ収集の適正化

日程表及び分別表を自治会・町
内会を通じて毎戸に配布し、適
切な排出の仕方の指導や住民
説明会を実施して分別回収の強
化を図る。また、広報誌掲載や
チラシ、防災無線などを利用し分
別の周知を行う。状況により監
視カメラの設置をして不適切な
排出の抑止をする。

福祉課 継続 28 ～ 30 一般財源

3）
家庭ごみ排出の減
量化

家庭ごみ排出減量
化対策事業

ごみとなる部分の少ない商品(環
境配慮型商品)の推進、可燃ご
み内に含まれる資源ごみの分別
の仕方を指導する。

福祉課 継続 28 ～ 30 一般財源

4）
再資源化の促進強
化

再資源化促進事業

広報紙、防災無線による周知を
行い、自治会・町内会や事務所
に出向き説明会を実施してリサ
イクル品の分別・仕分け方法や
排出の仕方を地域住民が分か
るよう指導する。

福祉課 継続 28 ～ 30

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第５章】　大切な自然をまもり・育て・伝える

第３節　環境共生のまちづくり

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 33 － ５章３節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

6 1
１．都市的
居住環境の
整備

1）
時代に即した都市
計画の見直し

都市計画調査・研究
土地利用状況を把握し、それぞ
れの地域にふさわしい都市計画
となるための調査・研究を行う。

企画調整
課

継続 28 ～ 30

２．定住促
進に向けた
施策の推進

1）
総合的な定住促進
対策

住宅新築リフォーム
支援事業

村内に居住する住民の住宅の
新築工事及びリフォーム工事費
用の一部を助成する。

企画調整
課

継続 28 ～ 30 一般財源

住宅用新エネル
ギー設備導入支援
事業

自然エネルギーを効率的に活用
し、地球温暖化の防止及び環境
保全意識の高揚を図るため、
「新エネルギー設備」を住宅に設
置する費用について補助する。

企画調整
課

継続 28 ～ 30 一般財源

2）
移住希望者に対す
るＰＲ活動

インターネットを利
用した広報事業

本村への移住希望者に対して、
インターネットを利用し村の情報
を発信する。

企画調整
課

新規 28 ～ 30

3） 委員会の設置
(仮称）移住･交流促
進委員会

委員会を設置し、移住･交流希
望者の意見等をふまえ、村に必
要な施策を検討・提案する。

企画調整
課

新規 28 ～ 30

4）
尾駮レイクタウン北
地区の分譲促進

尾駮レイクタウン北
地区定住促進強化
事業

現在、尾駮レイクタウン北地区を
対象に実施している宅地購入制
度及び新築助成制度を維持しつ
つ、安心して暮らせる地域づくり
と定住を促進するため、同居す
る家族に中学生までの子又は65
歳以上の高齢者がいる場合、加
算助成をする。

企画調整
課

継続 28 ～ 30 一般財源

３．住宅ス
トックの長
寿命化と整
備

1）
公営住宅、定住促
進住宅の長寿命化
と整備

公営住宅等長寿命
化計画

維持修繕等を適切に実施するこ
とにより、公営住宅等の長寿命
化を図る。

建設課 継続 28 ～ 30 一般財源

４．公園緑
地の整備と
維持管理

1）
計画的な公園の改
修・整備

馬門川観光公園改
修事業

竣工後16年経過し,施設老朽化
が顕著であるため改修事業を行
う。

企画調整
課

継続 27 ～ 28
電源立地地
域対策交付
金

2）
公園緑地の適正な
維持管理

指定管理業務委託
企画調整課所管公園12箇所の
維持管理を行う。

企画調整
課

継続 28 ～ 30 一般財源

公園施設の修繕
村直営で管理する公園の修繕
及び指定管理委託している公園
の修繕を行う。

企画調整
課

継続 28 ～ 30 一般財源

公園遊具定期点検
公園に設置している遊具の定期
点検を年1回行う。

企画調整
課

継続 28 ～ 30 一般財源

緑地維持管理
市柳総合公園等の植栽・草刈を
実施する。

企画調整
課

継続 28 ～ 30 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第６章】　便利で快適な暮らしの場を創る

第１節　居住環境の整備

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 34 － ６章１節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

6 2
１．広域交
通体系の整
備

1）
国道338号、国道
394号の整備促進

エネルギーの道　国
道３３８号整備促進
についての要望

関係機関に対し要望活動を行
う。

建設課 継続 28 ～ 30

1）
国道338号、国道
394号の整備促進

国道394号整備促進
についての要望

関係機関に対し要望活動を行
う。

建設課 継続 28 ～ 30

2）

県道泊陸奥横浜停
車場線、県道東北
横浜線、県道横浜
六ヶ所線の整備促
進

県道泊陸奥横浜停
車場線整備促進に
ついての要望

関係機関に対し要望活動を行
う。

建設課 継続 28 ～ 30

3）
下北縦貫道の整備
促進

下北縦貫道の整備
促進についての要
望

関係機関に対し要望活動を行
う。

建設課 継続 28 ～ 30

２．村の拠
点を繋ぐ
ネットワーク
の形成

1）
生活道路の整備維
持更新

村道等の長寿命化
村道209路線のストック点検及び
早期予防措置を実施する。

建設課 新規 29 ～ 34

1）
生活道路の整備維
持更新

防雪柵整備事業
雪庇等により交通に支障がある
区域に防雪柵を設置する。
　　7路線、延長　3,120ｍ

建設課 継続 26 ～ 35

電源立地地
域対策交付
金
特定防衛施
設周辺整備
調整交付金
（防衛省）

1）
生活道路の整備維
持更新

（仮称）尾駮東4号線
整備事業

（仮称）尾駮東4号線を新設す
る。
　　延長　780ｍ
　　幅員　4.0ｍ

建設課 新規 29 ～ 33 調整中

1）
生活道路の整備維
持更新

平沼田面木6号線整
備事業

平沼田面木6号線を新設する。
　　延長　249ｍ
　　幅員　4.0ｍ

建設課 継続 26 ～ 28

特定防衛施
設周辺整備
調整交付金
（防衛省）

1）
生活道路の整備維
持更新

平沼高瀬川1号線道
路改良整備事業

平沼高瀬川1号線を改良する。
　　延長　1,424ｍ
　　幅員　9.0ｍ

建設課 継続 25 ～ 28
電源立地地
域対策交付
金

1）
生活道路の整備維
持更新

倉内道ノ上線整備
事業

倉内道ノ上線を新設する。
　　延長　1,213.5ｍ
　　幅員　5.5ｍ

建設課 継続 26 ～ 28
電源立地地
域対策交付
金

1）
生活道路の整備維
持更新

中志2号線整備事業
中志2号線を改良する。
　　延長　560ｍ
　　幅員　4.0ｍ

建設課 新規 28 ～ 29

1）
生活道路の整備維
持更新

村内橋梁維持補修
事業

村が管理する橋を補修する。
　　12橋
総事業費　295,722千円

建設課 継続 25 ～ 30

社会資本整
備総合交付
金（0.55）
青森県核燃
料物質等取
扱税交付金

1）
生活道路の整備維
持更新

六原笹崎線整備事
業

六原笹崎線を改良する。
　　延長　1,751ｍ
　　幅員　5.5ｍ

建設課 継続 27 ～ 30

1）
生活道路の整備維
持更新

千歳平3号線外1整
備事業

千歳平3号線外1を改良する。
　　延長　9,933ｍ
　　幅員　6.0～8.0ｍ

建設課 継続 27 ～ 30

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第６章】　便利で快適な暮らしの場を創る

第２節　生活基盤、都市基盤の整備

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 35 － ６章２節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分項 細分類 実施事業名 実施年度

章 節

基本計画 実施計画

6 2

２．村の拠
点を繋ぐ
ネットワーク
の形成

1）
生活道路の整備維
持更新

（仮称）泊焼山7号線
整備事業

（仮称）泊焼山7号線を新設す
る。
　　延長　488ｍ
　　幅員　4.0ｍ

建設課 継続 27 ～ 29

1）
生活道路の整備維
持更新

倉内端線整備事業
倉内端線を改良する。
　　延長　1,115ｍ
　　幅員　4.0ｍ

建設課 新規 30 ～ 32

1）
生活道路の整備維
持更新

泊海岸通り線整備
事業

泊海岸通り線を新設する。
　　延長　1,512ｍ
　　幅員　5.5ｍ

建設課 新規 30 ～ 37

1）
生活道路の整備維
持更新

重点整備区域にお
ける高齢者、障害者
に配慮した道路設
計の実施

重点整備区域における高齢者、
障がい者に配慮した道路設計の
実施

建設課 新規 28 ～ 30

３．都市計
画道路

1）
都市計画道路の整
備促進

都市計画道路の整
備促進に係る要望
活動

未着手の都市計画道路の整備
を促進するための要望活動を行
う。

企画調整
課

継続 28 ～ 31

４．村内交
通網の整
理・整備

1）
村内交通網の見直
し

村内交通網検討事
業

　村には、目的に応じたバスの
運行が増えているところである
が、財政面、効率性の観点か
ら、村内交通網の整理及び整備
に向けた検討を行う。

企画調整
課

新規 28 ～ 30

５．２次交通
の充実

1）
デマンド型交通シス
テム導入の検討

七戸十和田駅二次
交通デマンド型乗合
タクシー実証運行事
業

六ヶ所村と七戸十和田駅を結ぶ
デマンド型乗合タクシーの実証
運行を実施し、今後の事業確立
へ向け検討を行う。

企画調整
課

継続 27 ～ 28 一般財源

６．生活環
境（上水
道、下水道
等）の整備

1）
安全で信頼される水
道

水源周辺水質調査
事業

周辺における国・県・村・民間の
事業等の確認及び水源池周辺
の不法投棄等の監視を実施す
る。

上下水道
課

継続 28 ～ 30

1）
安全で信頼される水
道

残留塩素測定委託
管末における残留塩素の測定業
務を実施する（5地区）。

上下水道
課

継続 28 ～ 30 一般財源

1）
安全で信頼される水
道

ＰＨ計・濁度計点検
委託

計装器等の点検業務を実施す
る。

上下水道
課

継続 28 ～ 30 一般財源

1）
安全で信頼される水
道

水質検査委託事業
（原水・浄水）

六ヶ所村水質検査計画に基づき
原水と浄水の水質検査を実施す
る。
月1回（県薬剤師会）50項目(定
点観測)

上下水道
課

継続 28 ～ 30 一般財源

1）
安全で信頼される水
道

各浄水場・配水場監
視カメラ設置事業

各浄水場・配水場（７施設）に監
視カメラを設置する。

上下水道
課

新規 29 ～ 31 一般財源

1）
安全で信頼される水
道

各浄水場・配水場
フェンス改修事業

各浄水場・配水場（７施設）の
フェンスを改修する。

上下水道
課

新規 29 ～ 31 一般財源

2）
安定した頼りになる
水道

老朽管更新事業

老朽化が著しい管路を計画的に
更新する。
　　二又地区　延長1.5㎞
　　尾駮地区　延長2.0㎞
　　出戸地区　延長1.5㎞

上下水道
課

新規 28 ～ 33
電源立地地
域対策交付
金

2）
安定した頼りになる
水道

各浄水場・配水場・
ポンプ場耐震改修
事業

築造年度が古い水道施設の耐
震診断を実施し、耐震性能の確
認と、必要に応じた補強対策を
行う。

上下水道
課

新規 29 ～ 37 一般財源

2）
安定した頼りになる
水道

水道メータ交換事業 水道メーターの更新を進める。
上下水道
課

継続 28 ～ 30 一般財源

2）
安定した頼りになる
水道

配水管データ更新
委託事業

水道台帳システムにおける管網
図の加除・修正を行う。
工事竣工図面のデータ化及びシ
ステムへの紐付けを行う。

上下水道
課

継続 28 ～ 30 一般財源

－ 36 － ６章２節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分項 細分類 実施事業名 実施年度

章 節

基本計画 実施計画

2）
安定した頼りになる
水道

行動計画（危機管理
マニュアル）作成事
業

危機管理マニュアルを作成す
る。

上下水道
課

新規 28 ～ 29

6 2

６．生活環
境（上水
道、下水道
等）の整備

2）
安定した頼りになる
水道

水道総合地震対策
事業

千歳浄水場、石川加圧ポンプ
場、泊浄水場に設置されている
非常用発電機を更新する。

上下水道
課

継続 25 ～ 33

特定防衛施
設周辺整備
調整交付金
（防衛省）

3）
環境に配慮した水
道

漏水管調査事業
泊地区の漏水管の調査及び工
事を実施する。

上下水道
課

新規 28 ～ 29 一般財源

4）
快適な暮らしを実現
する下水道

社会資本整備総合
計画事業

西部処理区・南部処理区の下水
道管を整備する。

上下水道
課

継続 28 ～ 32
社会資本整
備総合交付
金

水洗便所加入促進
助成金事業

下水道の接続世帯に対し、助成
金を交付する。

上下水道
課

継続 28 ～ 30 一般財源

下水道施設長寿命
化計画（社会資本整
備総合計画事業）

平成14年供用開始の北部処理
区・中部処理区の処理場におけ
る機械設備の更新をする。
※更新の際には省エネ・省電力
な機械設備を導入するよう努め
る。

上下水道
課

新規 34 ～ 37
社会資本整
備総合交付
金

公共下水道及び農
排施設の統廃合

出戸地区と中部処理区の統廃
合、新城平地区と南部処理区の
統廃合をする。

上下水道
課

新規 28 ～ 31
社会資本整
備総合交付
金

西部処理区下水道
管更新事業（３～５
工区）

千歳平地区の下水道管更新工
事（3工区～5工区）を実施する。

上下水道
課

継続 25 ～ 30
電源立地地
域対策交付
金

5）
環境の保全に貢献
する下水道

下水道維持管理委
託事業

下水道施設の維持管理を委託
する。

上下水道
課

継続 28 ～ 30 一般財源

水質検査委託事業
下水道放流水の水質検査業務
を委託する。

上下水道
課

継続 28 ～ 30 一般財源

汚泥処分委託事業

汚水処理に伴い発生した下水道
汚泥（脱水汚泥）を適正に処分
処理する。循環型社会の形成の
ため下水道汚泥を有効利用し、
コンポスト・緑化資材等への再利
用を推進する。

上下水道
課

継続 28 ～ 30 一般財源

下水道総合地震対
策事業

非常用電源の確保、マンホール
トイレの設置、簡易トイレの購入
等地震災害時の応急対策資材
の購入をする。

上下水道
課

新規 29 ～ 32
防災・安全
対策交付金

6）
健全経営を持続す
る上下水道

上下水道料金計算
業務委託

水道・下水道料金の計算及び徴
収業務を委託する。

上下水道
課

継続 28 ～ 30 一般財源

下水道アセットマネ
ジメント計画事業

中長期的な視点に立った、技術
的基盤に基づく、計画的・効率的
な上下水道施設の改築・更新、
維持管理、及び積立金等の資金
確保方策を進める。

上下水道
課

新規 28 ～ 30 一般財源

7）
利用者に満足され
る上下水道

口座振替手数料及
びコンビニ収納手数
料

口座振替及びコンビに収納につ
いては、収納率の向上に寄与し
ているため、持続的に進める。

上下水道
課

継続 28 ～ 30 一般財源

－ 37 － ６章２節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

6 3
１．地域情
報基盤設備
の維持運営

1）
地域情報基盤設備
の維持運営

地域情報基盤設備
の維持運営

情報基盤設備の保守点検等を
実施し、設備の安定的な運用を
行う。
設備の更新にむけて、情報収集
をしていく。

情報政策
課

継続 28 ～ 30
電源立地地
域対策交付
金

2）
新たな情報基盤の
利活用

ＬＩＶＥ設備の導入

祭り等のイベントの様子をライブ
映像として、自主放送、ＨＰなど
で、住民に提供する設備を導入
し情報提供の充実を図る。

情報政策
課

新規 28 ～ 30

コミュニュケーション
ツールの導入

村内企業、団体等へのＴＶ会議
の提供等、コミュニュケーション
ツールとしての機能提供を促進
する。

情報政策
課

新規 28 ～ 30

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第６章】　便利で快適な暮らしの場を創る

第３節　高度情報通信基盤

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 38 － ６章３節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

6 4

１．村民と外
国人が共に
暮らせるま
ちづくり

1）
居住地としての魅力
の国内外発信

日本文化の紹介等

外国人への日本語教授を継続し
て実施する。また、日本文化の
紹介（田植え、稲刈り、餅つき、
ひな祭り、着付け教室、書道教
室等）を継続して行うことで、日
本文化への理解を深めていただ
く。

国際教育
研修セン
ター、関係
課

継続 28 ～ 30 一般財源

英語併記の標識設
置

将来的にすべての村内の標識
等の英語併記を目指す。公共施
設の英語表記は義務化し、民間
施設に先駆け100％を目指す。

国際教育
研修セン
ター、関係
課

新規 28 ～ 30 一般財源

英語併記の公文書
作成

子供の定期健診のお知らせや
保育園のスケジュール等行政か
ら外国人に出す手紙は、日本語
のほかに英語を併記する（方法
としては、担当課からセンターに
メールで翻訳依頼する。センター
で翻訳後、担当課へ返送、担当
課で外国人に発送する。）

国際教育
研修セン
ター、関係
課

新規 28 ～ 30

職員の英語研修

英語を話せるスタッフの配置を
進める。
第一段階として、窓口に必要な
英会話マニュアルを作成し、配
布する。並行して窓口職員の英
語研修を強化する。（週１時間か
ら2時間強制的に実施する。）

国際教育
研修セン
ター、関係
課

新規 28 ～ 30

各種教室・イベント

国際教育研修センター事業を活
用し、外国人が自国の文化を紹
介する。
（異文化交流フェア、六高文化祭
参加、外国文化体験、料理教
室、各種語学教室、ベリーダンス
教室、社交ダンス教室）

国際教育
研修セン
ター、関係
課

継続 28 ～ 30 一般財源

スポーツ交流事業

村としてスポーツ振興を図ってい
るので、スポーツディを設け（例
えば体育の日等）、外国人にも
参加を募り、外国人チーム・混合
チームなどスポーツで交流する。
（チーム編成として外国人チー
ム、混合チームのほかに職場編
成チーム等が考えられる。）

国際教育
研修セン
ター、関係
課

新規 28 ～ 30 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第６章】　便利で快適な暮らしの場を創る

第４節　多文化共生の強化

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 39 － ６章４節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

7 1
１．効率的
な行政運営
と人材育成

1）
効率的な行政運営
の推進

第5次六ヶ所村行政
改革大綱の取り組
み・推進

事務の適正な執行及び事務の
効率化の観点から組織編成が
進められてきており、引き続き、
課に統廃合、民間委託の推進・
検討を行う。

総務課 継続 27 ～ 31

2） 人材育成の推進
職員資格取得制度
の推進

職員の資質の向上を図ることを
目的として、資格取得のために
要する費用を助成する。

総務課 継続 28 ～ 30 一般財源

２．業務の
効率化と行
政サービス
の充実

1）
行政システムの運
用保守

運用保守

行政システムの保守管理を行
い、セキュリティ対策の充実に努
める。

情報政策
課

継続 28 ～ 30 一般財源

電子自治体の推進

マイナンバー対応等、時代の流
れに留意し、関係団体とのシス
テム間整合性保ちつつ、システ
ム更新に取り組む。
マイナンバー個別利用を活用
し、証明書の交付や、各種行政
手続き等の電子申請システムの
導入を推進する。

情報政策
課

継続 28 ～ 30 一般財源

2）
効率化のためのシ
ステム共同利用促
進

システムの共同利
用促進

次期システムからの導入を目途
に、メーカークラウド等の共同利
用の在り方を検討する。

情報政策
課

継続 28 ～ 30

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第７章】　官民協働で持続可能な経営を支える

第１節　行政改革

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 40 － ７章１節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

7 2
１．健全な
財政運営

1）
自主財源の安定確
保

自主財源の安定確
保

地域の活性化、産業の振興及び
住みやすい環境づくりを推進す
ることで定住の促進を図るととも
に、企業誘致促進、税・料の収
納率の向上、資産の利活用、受
益者負担の見直し等により、将
来にわたり安定した自主財源を
確保する。

財政課、
関係課

継続 随 時

村税等徴収率の向
上

　徴収体制の強化、納付の利便
性向上に向けた口座振替等を実
施するとともに、滞納者の実態
把握や滞納処分の適正化に努
め、徴収率の向上を図ります。

財政課、
関係課

継続・一部
新規

28 ～ 30 一般財源

受益者負担の適正
化

各種負担金・使用料・手数料等
については、長年にわたって据
え置かれてきたものも多く、多く
の施設を要する本村において
は、今後の施設維持・運営に係
る経費の軽減対策の一環として
使用料等の見直しを行うととも
に、行政サービスを利用する人
と利用しない人との負担の公平
性などから、将来にわたって安
定したサービスの提供を維持し
ていくため必要に応じて見直しを
検討する。

財政課、
関係課

継続 28 ～ 30

2） 計画的な財政運営
財政運営計画の策
定・更新

本計画は、持続可能な財政基盤
の確立に向け、村総合振興計画
との整合性を図りながら、安定
的な住民サービスを維持し、計
画的な財政運営を推進するため
の指針として、5ヶ年計画で策定
しているが、計画の実効性を高
めるため社会経済情勢等の動
向を見据えながら、随時見直し
を行う。

財政課、
関係課

継続 28 ～ 30

弾力性のある財政
構造の維持

・人口減少や高齢化の進展等に
伴う税収の伸び悩みや、社会保
障経費等の増加が見込まれるな
か、行財政改革を推進し、社会
経済情勢の変化に適切に対応し
ていくための施策に充てる財源
の確保を図る。
・財政運営計画に基づき、長期
事業整備計画との調整を図りな
がら、投資効果を十分考慮しつ
つ、経常経費のより一層の縮減
に努め、弾力性のある財政構造
の維持に努める。また、財政運
営の健全性を確保するため、地
方債の繰り上げ償還や基金の
積み増しを図る。

財政課、
関係課

継続 28 ～ 30

国・県補助金・交付
金の有効活用

本村において有効な補助金・交
付金等を積極的に活用するなど
財源の確保を図ることにより住
民に対し、より充実した行政サー
ビスの提供を行うことができる。

財政課、
関係課

継続 28 ～ 30

3） 地方公会計の整備 固定資産台帳整備

　公有財産台帳、法定台帳（道
路、公園等）及びその他台帳を
一つにまとめ、村が所有する全
ての固定資産に係る台帳を整備
する。また、それぞれの資産の
帳簿価額を決定し、村所有の固
定資産額を把握する。

財政課 新規 28 ～ 30

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第７章】　官民協働で持続可能な経営を支える

第２節　続可能な財政運営

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 41 － ７章２節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分項 細分類 実施事業名 実施年度

章 節

基本計画 実施計画

１．健全な
財政運営

3） 地方公会計の整備
統一的な基準に基
づく財務書類の作
成・公表

現行の現金主義会計に加えて
発生主義会計を採り入れた財務
書類を作成し、公表する。

財政課 新規 28 ～ 30 一般財源

4） 経費の節減合理化
工事等節減対策連
絡会議

村が行う各種工事等における相
互間の円滑化と効率化を推進す
るため、平成24年3月に連絡会
を設立し、関係課が相互に調整
することで一層の公費の節減と
行政サービスの向上を図る。

財政課、
関係課

継続 28 ～ 30

経費の節減と合理
化

事務・事業の見直し、民間委託
化、定員管理の適正化、物件費
等の削減などにより、積極的に
経費の節減と合理化を図る。

財政課、
関係課

継続 随 時

２．中長期
的視点から
の資産管理

1）
公共施設等総合管
理計画の策定・更新

公共施設等総合管
理計画（基本計画）

　村の総人口や年代別人口など
の今後の見通し、公共施設等の
老朽化状況や利用状況等及び
公共施設等の維持管理・更新等
に係る中長期的な経費や財源
の見込みについて調査・分析を
行い、計画期間、全庁的な取組
体制、フォローアップの実施方針
及び施設類型毎の管理方針な
どの基本的な方針を定める。

財政課 新規 27 ～ 28 一般財源

公共施設等総合管
理計画（個別計画）

　基本計画で定めた施設類型毎
の基本方針に基づき、個別施設
毎の維持管理・修繕・更新等の
計画を策定する。

財政課 継続 29 ～ 30 一般財源

－ 42 － ７章２節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

7 3
１．広報・広
聴、情報公
開の充実

1） 広報紙の充実 広報紙発行
イベントや各課からのお知らせ
等を掲載し。情報を発信する。

情報政策
課

継続 28 ～ 30 一般財源

暮らしのガイド発行

３年毎を目途に暮らしのガイドを
更新し、情報提供を行う。
役場の業務内容の紹介や各種
手続き、公共施設案内などの行
政情報の他に、防災対策等の地
域の情報や医療関係の情報を
掲載した、「暮らしのガイドブッ
ク」を最新の情報に更新配布す
る。

情報政策
課

新規 29 ～ 29 一般財源

2）
ホームページでの情
報公開

ホームページ掲載
情報の更新

ホームページ掲載内容の迅速か
つ的確な更新を行う。

情報政策
課

継続 28 ～ 30 一般財源

3） 自主放送の充実
自主放送の外部委
託

自主放送業務を外部委託し放送
番組の充実を図る

情報政策
課

新規 28 ～ 30 一般財源

自主放送等の情報
基盤設備利用

データ放送の導入等による、自
主放送等での情報を提供する。

情報政策
課

新規 28 ～ 30

２．住民との
意見交換の
体制の充実

1）
行政連絡員協議会
の活動の充実

六ヶ所村自治会等
運営補助

村内の各町内会・自治会に対
し、自治体活動運営のための補
助金を交付する。

総務課 継続 28 ～ 30 一般財源

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第７章】　官民協働で持続可能な経営を支える

第３節　情報共有・住民参画の推進

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 43 － ７章３節



主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

7 4

1．コミュニ
ティ活動、
住民自治の
推進

1） 分館運営によるコ
ミュニティ活動

分館運営業務

地域のコミュニティを活性化させ
るため、分館に委託し事業を運
営している。
（村内８分館）

社会教育
課

継続 28 ～ 31 一般財源

2） コミュニティセンター
の整備 （仮称）尾駮コミュニ

ティーセンター整備
事業

尾駮地区にコミュニティセンター
を整備する。

総務課 新規 28 ～ 31 調整中

（仮称）倉内コミュニ
ティーセンター整備
事業

倉内地区にコミュニティセンター
を整備する。

総務課 継続 27 ～ 29 調整中

******

まちづくり協議会助
成事業

村内のまちづくり、産業振興等を
行う各種団体が実施する事業に
対し助成する。（事業を行うまち
づくり協議会へ助成する。）

企画調整
課

継続 28 ～ 30

むつ小川原
産業振興プ
ロジェクト支
援事業助成
金

２．共同参
画社会の推
進

1） 女性のための学習
機会の提供

ようこそ奥様教室

村内に初めて来た女性や、村内
に住む女性などのコミュニティ形
成の場や、生涯学習のきっかけ
作りとして村の歴史、風習を学ぶ
場、時代のニーズに合った学習
の機会を提供する。

社会教育
課

継続 28 ～ 31 一般財源

2） 女性リーダーの育
成 六ヶ所村女性団体

連絡協議会

男女共同参画事業等を行ってい
る六ヶ所村女性団体連絡協議会
の活動を支援する。

社会教育
課

継続 28 ～ 31

3） 団体の活動支援

六ヶ所村地域連合
婦人会補助事業

六ヶ所村地域連合婦人会の活
動費に対し補助金を交付する。

社会教育
課

継続 28 ～ 31 一般財源

4） 人権侵害の防止

人権啓発活動

イベントでの啓発物品の配布等
や、人権相談所の開設
　・人権相談所開設×3箇所
　・泊みなとまつりでの啓発活動
　・村民文化祭での啓発活動
　・人権映画上映

総務課 継続 28 ～ 30 一般財源

３．市町村
間の連携

1） 上十三・十和田湖広
域定住自立圏の推
進 上十三・十和田湖広

域定住自立圏

一定の都市機能を有する市と周
辺の町村とが、農林水産業、自
然環境、歴史、文化など、それぞ
れの魅力を活用して、相互に役
割分担し、連携・協力する。

企画調整
課

継続 28 ～ 31

項 細分類 実施事業名 実施年度

六ヶ所村第４次総合振興計画実施計画

【第７章】　官民協働で持続可能な経営を支える

第４節　コミュニティ育成と協働参画社会の推進

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

章 節

基本計画 実施計画

－ 44 － ７章４節


